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◇大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

地方税法等の一部を改正する法律等の公布に伴い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

（１） 法人税法において外国法人の恒久的施設が定義されたことに伴う所要の規定の整備を行いま

す。（第１１条関係） 

（２） 地方法人税の創設に対応して、法人税割の標準税率及び制限税率が引き下げられたことに伴

う所要の整備を行います。（第２１条関係） 

現行 改正後 

標準税率   １２．３％ 

制限税率   １４．７％ 

標準税率    ９．７％ 

制限税率   １２．１％ 

   本市は、現在、制限税率を適用しており、改正後においても制限税率を適用します。 

（３） 法人税法において外国法人に係る外国税額控除制度が新設されることに伴う所要の規定の整

備を行います。（第４０条関係） 

（４） 法人税法において外国法人に係る申告納付制度が規定されることに伴う所要の規定の整備を

行います。（第４２条関係） 

（５） 軽自動車税の税率の引上げを行います。 

区分 
税率（年額） 

改正前 改正後 

ア 原動機付

自転車 

① 総排気量が０．０５リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワット以下のも

の（④に掲げるものを除く。） 

１，０００円 ２，０００円 

② 二輪のもので、総排気量が０．０５リッ

トルを超え、０．０９リットル以下のもの

又は定格出力が０．６キロワットを超え、

０．８キロワット以下のもの 

１，２００円 ２，０００円 

③ 二輪のもので、総排気量が０．０９リッ

トルを超えるもの又は定格出力が０．８キ

ロワットを超えるもの 

１，６００円 ２，４００円 

④ 三輪以上のもので、総排気量が０．０２

リットルを超えるもの又は定格出力が０．

２５キロワットを超えるもの 

２，５００円 ３，７００円 

イ 軽自動車 ① 二輪のもの（側車付のものを含む。) ２，４００円 ３，６００円 

② 三輪のもの ３，１００円 ３，９００円 

③ 四輪以上

のもの 

乗用のもの 営業用 ５，５００円 ６，９００円 

自家用 ７，２００円 １０，８００円 

貨物用のもの 営業用 ３，０００円 ３，８００円 

自家用 ４，０００円 ５，０００円 

ウ 小型特殊

自動車 

農耕作業用のもの １，６００円 ２，４００円 

その他のもの ４，７００円 ５，９００円 

エ 二輪の小型自動車 ４，０００円 ６，０００円 

（６） 軽自動車税の税率の引上げに関し、初めて車両番号の指定を受けた月から起算して１３年を

経過した三輪以上の軽自動車（電気軽自動車、天然ガス軽自動車、メタノール軽自動車、混合

メタノール軽自動車及びガソリンを内燃機関として用いる電力併用軽自動車並びに被けん引

自動車を除く。）について、標準税率のおおむね１００分の２０を重課する特例措置を設けま

公布された条例のあらまし 
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す。（附則第１６条関係） 

（７） その他所要の規定の整備を行います。 

３ 施行期日  

平成２６年１０月１日 

  平成２７年１月１日 

  平成２７年４月１日 

  平成２８年４月１日 

  平成２９年１月１日 

  子ども・子育て支援法の施行の日 

 

◇大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

１ 理由 

「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す 

る法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」による「児童福祉法」 

の一部改正に伴い、家庭的保育事業等の整備及び運営に関する基準について、国が定める基準を踏 

まえて市町村が条例で定めることとなったため、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

  児童福祉法第３４条の１６の規定に基づき、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定 

めます。 

【厚生労働省で定める基準に従い定めるもの】 

① 家庭的保育事業等に従事する者及びその員数 

   ② 家庭保育事業等の運営に関する事項であって、児童の適切な処遇の確保及び秘密の保持並 

びに児童の健全な発達に密接に関連するものとして厚生労働省令で定めるもの 

  【厚生労働省で定める基準を参酌して定めるもの】 

   ① その他の事項 

３ 施行期日 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する 

法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行の日 

 

◇大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

１ 理由 

  「子ども・子育て支援法」により新たな給付制度の対象となる施設や事業の運営について、国が 

定める基準を踏まえて市町村が条例で定めることとなったため、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

  子ども・子育て支援法第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設 

及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定めます。 

  【内閣府令で定める基準に従い定めるもの】 

① 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用定員 

   ② 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する事項であって、小学校就学前 

子どもの適切な処遇の確保及び秘密の保持等並びに小学校就学前子どもの健全な発達に密接 

に関連するものとして内閣府令で定めるもの 

  【内閣府令で定める基準を参酌して定めるもの】 

   ① その他の事項 

３ 施行期日 

子ども・子育て支援法の施行の日 
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◇大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策推進法等の一部を改正 

する法律」の公布による「母子及び寡婦福祉法」の一部改正に伴い、所要の規定の整備を行うもの 

です。 

２ 改正の内容 

 （１） 条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。（第２条第１号ア及びエ関係） 

    「母子及び寡婦福祉法」 

         ↓ 

    「母子及び父子並びに寡婦福祉法」 

（２） 「母子及び寡婦福祉法」の改正により、同法第６条において「配偶者のない女子」と「配 

偶者のない男子」の定義が明記されることとなるため、引用する条文を改めます。（第２条 

第１号イ関係） 

３ 施行期日 

平成２６年１０月１日 

 

◇大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

１ 改正の理由 

  中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部改正に伴 

い、所要の規定の整備を行うものです。 

２ 改正の内容 

 （１） 条例の規定中に引用する法律の題名を改めます。（第６条関係） 

  「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」 

                     ↓ 

    「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の 

自立の支援に関する法律」 

３ 施行期日 

  平成２６年１０月１日 

 

◇大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

１ 理由 

  「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関 

する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」による「児童福祉 

法」の一部改正に伴い、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、国の基準を踏まえて市 

町村が条例で基準を定めることとなったため、新たに条例を制定するものです。 

２ 内容 

  児童福祉法第３４条の８の２第１項の規定に基づき、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に 

関する基準を定めます。 

  【厚生労働省令で定める基準に従い定めるもの】 

放課後児童健全育成事業に従事する者及びその員数 

  【厚生労働省令で定める基準を参酌して定めるもの】 

   その他の事項 

３ 施行期日 

   子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す 
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る法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行の日 

 

 

 

条例第１４号 

 大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第１１条第２項中「外国法人」を「法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有しない

法人（以下この節において「外国法人」という。）」に、「その事業が行われる場所で地方税法施行令（昭

和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）第４６条の４に規定する場所をもって」を「恒久的

施設（法人税法第２条第１２号の１８に規定する恒久的施設をいう。）をもって、」に改め、同条第

３項中「令」を「地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）」に改める。 

第１７条第５項中「第２３条第１項第１６号」を「第２３条第１項第１７号」に改める。 

第２１条中「１００分の１４．７」を「１００分の１２．１」に改める。 

第４０条第２項中「法の施行地に」の次に「本店若しくは」を加え、「法の施行地外にその源泉が

ある所得について」を削り、「法第３２１条の８第２４項」を「、法第３２１条の８第２４項」に改め、

同条第５項中「第７４条第１項」の次に「又は第１４４条の６第１項」を加え、「第１４５条」を「第

１４４条の８」に改める。 

第４２条第１項中「第７４条第１項」の次に「又は第１４４条の６第１項」を加える。 

第５３条の３及び第５３条の６中「第１０号の７」を「第１０号の９」に改める。 

第７６条第１号ア中「１，０００円」を「２，０００円」に改め、同号イ中「１，２００円」を「２，

０００円」に改め、同号ウ中「１，６００円」を「２，４００円」に改め、同号エ中「２，５００円」

を「３，７００円」に改め、同条第２号ア中「２，４００円」を「３，６００円」に、「３，１００円」

を「３，９００円」に、「５，５００円」を「６，９００円」に、「７，２００円」を「１０，８００

円」に、「３，０００円」を「３，８００円」に、「４，０００円」を「５，０００円」に改め、同条

第２号イ中「１，６００円」を「２，４００円」に、「４，７００円」を「５，９００円」に改め、同

条第３号中「４，０００円」を「６，０００円」に改める。 

附則第５条の３中「第４０条第３項後段（同条第６項から第１０項までの」の次に「及び第１１項

（同条第１２項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）」を加え、「公益法人等（同

条第６項から第１０項まで」を「公益法人等（同条第６項から第１１項まで」に、「を同法第４０条第

３項」を「を同条第３項」に、「租税特別措置法第４０条第６項から第１０項まで」を「同法第４０条

第６項から第１１項まで」に改める。 

附則第１６条を次のように改める。 

（軽自動車税の税率の特例） 

第１６条 法附則第３０条第１項に規定する３輪以上の軽自動車に対する当該軽自動車が初めて道路

運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番号の指定を受けた月から起算して１４年を経

過した月の属する年度以後の年度分の軽自動車税に係る第７６条の規定の適用については、当分の

間、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

第７６条第２号ア ３，９００円 ４，６００円 

 ６，９００円 ８，２００円 

 １０，８００円 １２，９００円 

条 例 
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 ３，８００円 ４，５００円 

 ５，０００円 ６，０００円 

附則第１８条の２第１項中「第１７条及び第２０条」を「第１７条第１項及び第２項並びに第２０

条」に改める。 

附則第１８条の３第２項中「租税特別措置法」」を「第３７条の１０第１項」」に、「租税特別措置

法第３７条の１１第６項の規定により読み替えて準用される同法」を「第３７条の１１第１項」に改

める。 

附則第１８条の７第２項中「同法第３７条の１１の３第２項に規定する上場株式等」を「株式等」

に改め、「取得をしたものと」の次に「、同項第２号に掲げる贈与又は相続若しくは遺贈により払出し

があった非課税口座内上場株式等を取得した市民税の所得割の納税義務者については、当該贈与又は

相続若しくは遺贈の時に、その払出し時の金額をもって当該非課税口座内上場株式等と同一銘柄の株

式等を取得したものと」を加える。 

附則第１８条の１５から第１８条の１６までを削る。 

附則第１８条の１７を附則第１８条の１５とする。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２６年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 （１） 附則第５条の３及び第１８条の７第２項の改正規定、第１８条の１５から第１８条の１６

までを削る改正規定並びに附則第１８条の１７を附則第１８条の１５とする改正規定並びに次条

第２項及び第３項の規定 平成２７年１月１日 

 （２） 第７６条の改正規定並びに附則第３条及び第５条（改正後の大和高田市税賦課徴収条例（以

下「新条例」という。）附則第１６条に係る部分を除く。）の規定 平成２７年４月１日 

 （３） 第１１条、第４０条、第４２条第１項及び附則第１６条の改正規定並びに次条第６項、附

則第４条及び第５条（新条例附則第１６条に係る部分に限る。）の規定 平成２８年４月１日 

 （４） 第１７条第５項、附則第１８条の２第１項及び第１８条の３第２項の改正規定 平成２９

年１月１日 

 （５） 第５３条の３及び第５３条の６の改正規定 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号）の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、平成２６年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２５年度分までの個人の市民税については、な

お従前の例による。 

２ 新条例附則第５条の３の規定は、平成２７年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平

成２６年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例附則第１８条の７第２項の規定は、平成２７年度以後の年度分の個人の市民税について適

用する。 

４ 新条例第１７条第５項及び第１８条の２第１項の規定は、平成２９年度以後の年度分の個人の市

民税について適用し、平成２８年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第１８条の３第２項の規定は、平成２９年度以後の年度分の個人の市民税について適

用する。 

６ 次項に定めるものを除き、新条例の規定中法人の市民税に関する部分は、附則第１条第３号に掲

げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業

年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に

開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 
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７ 新条例第２１条の規定は、施行日以後に開始する事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始

する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税

及び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第７６条の規定は、平成２７年度以後の年度分の軽自動車税について適用し、平成２

６年度分までの軽自動車税については、なお従前の例による。 

第４条 新条例附則第１６条の規定は、平成２８年度以後の年度分の軽自動車税について適用する。 

２ 平成１５年１０月１４日前に初めて道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６０条第１

項後段の規定による車両番号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係

る新条例附則第１６条の規定の適用については、同条中「受けた月」とあるのは、「受けた月の属

する年の１２月」とする。 

第５条 平成２７年３月３１日以前に初めて道路運送車両法第６０条第１項後段の規定による車両番

号の指定を受けた３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税に係る新条例第７６条及び新条

例附則第１６条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

新条例第７６条第２号ア ３，９００円 ３，１００円 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

新条例附則第１６条の表以外

の部分 

第７６条 大和高田市税賦課徴収条例の

一部を改正する条例（平成２

６年条例第１４号。以下この

条において「平成２６年改正

条例」という。）附則第５条

の規定により読み替えて適用

される第７６条 

新条例附則第１６条の表第７

６条第２号アの項 

第７６条第２号ア 平成２６年改正条例附則第５

条の規定により読み替えて適

用される第７６条第２号ア 

 ３，９００円 ３，１００円 

 ６，９００円 ５，５００円 

 １０，８００円 ７，２００円 

 ３，８００円 ３，０００円 

 ５，０００円 ４，０００円 

 

条例第１５号 

 大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例をここに公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

目次 

 第１章 総則（第１条－第２１条） 

 第２章 家庭的保育事業（第２２条－第２６条） 

 第３章 小規模保育事業 

  第１節 通則（第２７条） 
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  第２節 小規模保育事業Ａ型（第２８条－第３０条） 

  第３節 小規模保育事業Ｂ型（第３１条・第３２条） 

  第４節 小規模保育事業Ｃ型（第３３条－第３６条） 

 第４章 居宅訪問型保育事業（第３７条－第４１条） 

 第５章 事業所内保育事業（第４２条－第４８条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３４条の１６

の規定に基づき、家庭的保育事業等（法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等をいう。以下

同じ。）の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定めるものとする。 

 （最低基準の目的） 

第２条 最低基準は、市長の監督に属する家庭的保育事業等を利用している乳児又は幼児（満３歳に

満たない者に限り、法第６条の３第９項第２号、同条第１０項第２号、同条第１１項第２号又は同

条第１２項第２号の規定に基づき保育が必要と認められる児童であって満３歳以上のものについ

て保育を行う場合にあっては、当該児童を含む。以下同じ。）（以下「利用乳幼児」という。）が、

明るくて、衛生的な環境において素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員（家庭的保育事業等

を行う事業所（以下「家庭的保育事業所等」という。）の管理者を含む。以下同じ。）が保育を提供

することにより、心身ともに健やかに育成されることを保障するものとする。 

 （最低基準の向上） 

第３条 市長は、児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴き、家庭的保育事業等を行う

者（以下「家庭的保育事業者等」という。）に対し、最低基準を超えてその設備及び運営を向上さ

せるように勧告することができる。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 （最低基準と家庭的保育事業者等） 

第４条 家庭的保育事業者等は、最低基準を超えて、常にその設備及び運営を向上させなければなら

ない。 

２ 最低基準を超えて設備を有し、又は運営をしている家庭的保育事業者等においては、最低基準を

理由としてその設備又は運営を低下させてはならない。 

 （家庭的保育事業者等の一般原則） 

第５条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重

し、その運営を行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼児の保護者及び地域社会に

対し、当該家庭的保育事業等の運営の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、自らその行う保育の質の評価を行い、常にその改善を図らなければなら

ない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に外部の者による評価を受け、それらの結果を公表し、常にその

改善を図るよう努めなければならない。 

５ 家庭的保育事業所等（居宅訪問型保育事業を行う場所を除く。次項、次条第２号、第１４条第２

項及び第３項、第１５条第１項並びに第１６条において同じ。）には、法に定めるそれぞれの事業

の目的を達成するために必要な設備を設けなければならない。 

６ 家庭的保育事業所等の構造設備は、採光、換気等利用乳幼児の保健衛生及び利用乳幼児に対する

危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

 （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業を行う者（以下「居宅訪問型保育事業者」という。）
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を除く。以下この条、第７条第１項、第１４条第１項及び第２項、第１５条第１項、第２項及び第

５項、第１６条並びに第１７条第１項から第３項までにおいて同じ。）は、利用乳幼児に対する保

育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等による保育の提供の終了後も満３歳以上の児

童に対して必要な教育（教育基本法（平成１８年法律第１２０号）第６条第１項に規定する法律に

定める学校において行われる教育をいう。第３号において同じ。）又は保育が継続的に提供される

よう、次に掲げる事項に係る連携協力を行う保育所、幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」

という。）を適切に確保しなければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であると市が

認める地域において家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業を除く。第１６条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等については、この限りでない。 

 （１） 利用乳幼児に集団保育を体験させるための機会の設定、保育の適切な提供に必要な家庭的

保育事業者等に対する相談、助言その他の保育の内容に関する支援を行うこと。 

 （２） 必要に応じて代替保育（家庭的保育事業所等の職員の病気、休暇等により保育を提供する

ことができない場合に、当該家庭的保育事業者等に代わって提供する保育をいう。）を提供する

こと。 

 （３） 当該家庭的保育事業者等により保育の提供を受けていた利用乳幼児（事業所内保育事業（法

第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。以下同じ。）の利用乳幼児にあっては、

第４２条に規定するその他の乳児又は幼児に限る。以下この号において同じ。）を、当該保育の

提供の終了に際して当該利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設におい

て受け入れて教育又は保育を提供すること。 

 （家庭的保育事業者等と非常災害） 

第７条 家庭的保育事業者等は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設

けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように

努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月１回は、これを行わなければ

ならない。 

 （家庭的保育事業者等の職員の一般的要件） 

第８条 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな

人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及

び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

 （家庭的保育事業者等の職員の知識及び技能の向上等） 

第９条 家庭的保育事業者等の職員は、常に自己研さんに励み、法に定めるそれぞれの事業の目的を

達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければなら

ない。 

 （他の社会福祉施設等を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第１０条 家庭的保育事業所等は、他の社会福祉施設等を併せて設置するときは、必要に応じ、当該

家庭的保育事業所等の設備及び職員の一部を併せて設置する他の社会福祉施設等の設備及び職員

に兼ねることができる。ただし、保育室及び各事業所に特有の設備並びに利用乳幼児の保育に直接

従事する職員については、この限りでない。 

 （利用乳幼児を平等に取り扱う原則） 

第１１条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の国籍、信条、社会的身分又は利用に要する費用を負

担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 （虐待等の禁止） 

第１２条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第３３条の１０各号に掲げる行為そ

の他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 
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 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し、法第４７条第３項の規定により懲戒に関しそ

の利用乳幼児の福祉のために必要な措置をとるときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権

限を濫用してはならない。 

 （衛生管理等） 

第１４条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、

衛生的な管理に努め、衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、家庭的保育事業所等において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延し

ないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 家庭的保育事業所等には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正

に行わなければならない。 

４ 居宅訪問型保育事業者は、保育に従事する職員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理

を行わなければならない。 

５ 居宅訪問型保育事業者は、居宅訪問型保育事業所の設備及び備品について、衛生的な管理に努め

なければならない。 

 （食事） 

第１５条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、家庭的保育事業所等内で調

理する方法（第１０条の規定により当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねている他

の社会福祉施設等の調理室において調理する方法を含む。）により行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、その献立はできる限り、変化に富

み、利用乳幼児の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければならない。 

３ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに利用乳幼児の身体

的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。 

４ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。 

５ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなけれ

ばならない。 

 （食事の提供の特例） 

第１６条 次に掲げる要件を満たす家庭的保育事業者等は、前条第１項の規定にかかわらず、当該家

庭的保育事業者等の利用乳幼児に対する食事の提供について、次項に規定する施設（以下「搬入施

設」という。）において調理し、家庭的保育事業所等に搬入する方法により行うことができる。こ

の場合において、当該家庭的保育事業者等は、当該食事の提供について当該方法によることとして

もなお当該家庭的保育事業所等において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を

有する設備を備えなければならない。 

 （１） 利用乳幼児に対する食事の提供の責任が当該家庭的保育事業者等にあり、その管理者が衛

生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内容が

確保されていること。 

 （２） 当該家庭的保育事業所等又はその他の施設、保健所、市等の栄養士により、献立等につい

て栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

 （３） 調理業務の受託者を、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、

栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 （４） 利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、ア

トピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に

応じることができること。 

 （５） 食を通じた利用乳幼児の健全育成を図る観点から、利用乳幼児の発育及び発達の過程に応

じて食に関して配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努める
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こと。 

２ 搬入施設は、次の各号に掲げるいずれかの施設とする。 

 （１） 連携施設 

 （２） 当該家庭的保育事業者等と同一の法人又は関連法人が運営する小規模保育事業（法第６条

の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。以下同じ。）若しくは事業所内保育事業を行う

事業所、社会福祉施設、医療機関等 

 （３） 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第３条第２項に規定する義務教育諸学校又は同

法第６条に規定する共同調理場（家庭的保育事業者等が前２号に掲げる搬入施設の確保が著しく

困難であると市が認める地域において家庭的保育事業等を行う場合に限る。）  

 （利用乳幼児及び職員の健康診断） 

第１７条 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し、利用開始時の健康診断、少なくとも１年に２

回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）に規定する

健康診断に準じて行わなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、児童相談所等における乳児又は幼児（以下「乳

幼児」という。）の利用開始前の健康診断が行われた場合であって、当該健康診断が利用乳幼児に

対する利用開始時の健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときは、利用開始時の健康診

断の全部又は一部を行わないことができる。この場合において、家庭的保育事業者等は、児童相談

所等における乳幼児の利用開始前の健康診断の結果を把握しなければならない。 

３ 第１項の健康診断をした医師は、その結果必要な事項を母子健康手帳又は利用乳幼児の健康を記

録する表に記入するとともに、必要に応じて保育の提供又は法第２４条第６項の規定による措置を

解除又は停止する等必要な手続をとることを、家庭的保育事業者等に勧告しなければならない。 

４ 家庭的保育事業等の職員の健康診断に当たっては、特に利用乳幼児の食事を調理する者につき、

綿密な注意を払わなければならない。 

 （家庭的保育事業所等内部の規程） 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めて

おかなければならない。 

 （１） 事業の目的及び運営の方針 

 （２） 提供する保育の内容 

 （３） 職員の職種、員数及び職務の内容 

 （４） 保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日 

 （５） 保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額 

 （６） 乳児、幼児の区分ごとの利用定員 

 （７） 家庭的保育事業等の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項 

 （８） 緊急時等における対応方法 

 （９） 非常災害対策 

 （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

 （１１） 前各号に掲げるもののほか、家庭的保育事業等の運営に関する重要事項 

 （家庭的保育事業所等に備える帳簿） 

第１９条 家庭的保育事業所等には、職員、財産、収支及び利用乳幼児の処遇の状況を明らかにする

帳簿を整備しておかなければならない。 

 （秘密保持等） 

第２０条 家庭的保育事業者等の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用乳幼児又はそ

の家族の秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員又は職員であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得た利用

乳幼児又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 
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 （苦情への対応） 

第２１条 家庭的保育事業者等は、その行った保育に関する利用乳幼児又はその保護者等からの苦情

に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、その行った保育に関し、当該保育の提供又は法第２４条第６項の規定に

よる措置に係る市からの指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

   第２章 家庭的保育事業 

 （設備の基準） 

第２２条 家庭的保育事業は、次条第２項に規定する家庭的保育者の居宅その他の場所（保育を受け

る乳幼児の居宅を除く。）であって、次に掲げる要件を満たすものとして、市長が適当と認める場

所（次条において「家庭的保育事業を行う場所」という。）で実施するものとする。 

 （１） 乳幼児の保育を行う専用の部屋を設けること。 

 （２） 前号に掲げる専用の部屋の面積は、９．９平方メートル（保育する乳幼児が３人を超える

場合は、９．９平方メートルに３人を超える人数１人につき３．３平方メートルを加えた面積）

以上であること。 

 （３） 乳幼児の保健衛生上必要な採光、照明及び換気の設備を有すること。 

 （４） 衛生的な調理設備及び便所を設けること。 

 （５） 同一の敷地内に乳幼児の屋外における遊戯等に適した広さの庭（付近にあるこれに代わる

べき場所を含む。次号において同じ。）があること。 

 （６） 前号に掲げる庭の面積は、満２歳以上の幼児１人につき、３．３平方メートル以上である

こと。 

 （７） 火災報知器及び消火器を設置するとともに、消火訓練及び避難訓練を定期的に実施するこ

と。 

 （職員） 

第２３条 家庭的保育事業を行う場所には、次項に規定する家庭的保育者、嘱託医及び調理員を置か

なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、調理員を置かないことがで

きる。 

 （１） 調理業務の全部を委託する場合 

 （２） 第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する場合 

２ 家庭的保育者（法第６条の３第９項第１号に規定する家庭的保育者をいう。以下同じ。）は、市長

が行う研修（市長が指定する奈良県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した保育士又は

保育士と同等以上の知識及び経験を有すると市長が認める者であって、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

 （１） 保育を行っている乳幼児の保育に専念できる者 

 （２） 法第１８条の５各号及び法第３４条の２０第１項第４号のいずれにも該当しない者 

３ 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下とする。ただし、家庭的保育

者が家庭的保育補助者（市長が行う研修（市長が指定する奈良県知事その他の機関が行う研修を含

む。）を修了した者であって、家庭的保育者を補助するものをいう。第３４条第２項において同じ。）

とともに保育する場合には、５人以下とする。 

 （保育時間） 

第２４条 家庭的保育事業における保育時間は、１日につき８時間を原則とし、乳幼児の保護者の労

働時間その他家庭の状況等を考慮して、家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家

庭的保育事業者」という。）が定めるものとする。 

 （保育の内容） 
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第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第

６３号）第３５条に規定する厚生労働大臣が定める指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意して、

保育する乳幼児の心身の状況等に応じた保育を提供しなければならない。  

 （保護者との連絡） 

第２６条 家庭的保育事業者は、常に保育する乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、保育の内容等に

つき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない。 

   第３章 小規模保育事業 

    第１節 通則 

 （小規模保育事業の区分） 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型及び小規模保育事業Ｃ型と

する。 

    第２節 小規模保育事業Ａ型 

 （設備の基準） 

第２８条 小規模保育事業Ａ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型」という。）の設備の基準

は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる小規模保育事業所Ａ型には、乳児室又はほふ

く室、調理設備及び便所を設けること。 

 （２） 乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上で

あること。 

 （３） 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （４） 満２歳以上の幼児を利用させる小規模保育事業所Ａ型には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯

場（当該事業所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。次号並びに第３３条第４号及

び第５号において同じ。）、調理設備及び便所を設けること。 

 （５） 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき１．９８平方メートル以上、屋外遊戯

場の面積は、前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （６） 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （７） 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室（以下「保育室等」という。）を２階に設ける建物は、

次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以上に設ける建物は、次のアからクまでの要件に該

当するものであること。 

  ア 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条

第９号の３に規定する準耐火建築物であること。 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、

それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が１以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 

避難用 

 

１ 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１２３条

第１項各号又は同条第３項各号に規定する構造の屋内階段 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外

傾斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

３階 

 

常用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

 ２ 屋外階段 
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避難用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路

又はこれに準ずる設備 

３ 屋外階段 

４階以上の階 常用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

  ２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の

屋外階段 

 避難用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合にお

いては、当該階段の構造は、建築物の１階から保育室等が設け

られている階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニ

ー又は外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備

（同条第３項第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方

法を用いるものその他有効に排煙することができると認めら

れるものに限る。）を有する付室を通じて連絡することとし、

かつ、同条第３項第２号、第３号及び第９号を満たすものとす

る。） 

  ２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路 

  ３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の

屋外階段 

  ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からその

１に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設けられていること。 

  エ 小規模保育事業所Ａ型の調理設備（次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。以下

このエにおいて同じ。）以外の部分と小規模保育事業所Ａ型の調理設備の部分が建築基準法第２

条第７号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項に規定す

る特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道

が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設け

られていること。 

   （ア） スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられていること。 

   （イ） 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理設備の外

部への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。 

  オ 小規模保育事業所Ａ型の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしているこ

と。 

  カ 保育室等その他乳幼児が出入りし、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を防止する設備

が設けられていること。  

  キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。 

  ク 小規模保育事業所Ａ型のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施され

ていること。 

 （職員） 

第２９条 小規模保育事業所Ａ型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、

調理業務の全部を委託する小規模保育事業所Ａ型又は第１６条第１項の規定により搬入施設から

食事を搬入する小規模保育事業所Ａ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上

とする。 

 （１） 乳児 おおむね３人につき１人 
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 （２） 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

 （３） 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第６条の３第１０項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する保健師又

は看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 （準用） 

第３０条 第２４条から第２６条までの規定は、小規模保育事業Ａ型について準用する。この場合に

おいて、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家庭的保育事業者」

という。）」とあるのは「小規模保育事業Ａ型を行う者（第３０条において準用する次条及び第２６

条において「小規模保育事業者（Ａ型）」という。）」と、第２５条及び第２６条中「家庭的保育事

業者」とあるのは「小規模保育事業者（Ａ型）」とする。 

    第３節 小規模保育事業Ｂ型 

 （職員） 

第３１条 小規模保育事業Ｂ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｂ型」という。）には、保育士

その他保育に従事する職員として市長が行う研修（市長が指定する奈良県知事その他の機関が行う

研修を含む。）を修了した者（以下この条において「保育従事者」という。）、嘱託医及び調理員を

置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託する小規模保育事業所Ｂ型又は第１６条第

１項の規定により搬入施設から食事を搬入する小規模保育事業所Ｂ型にあっては、調理員を置かな

いことができる。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

 （１） 乳児 おおむね３人につき１人 

 （２） 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

 （３） 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第６条の３第１０項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する保健師又

は看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 （準用） 

第３２条 第２４条から第２６条まで及び第２８条の規定は、小規模保育事業Ｂ型について準用する。

この場合において、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家庭的保

育事業者」という。）」とあるのは「小規模保育事業Ｂ型を行う者（第３２条において準用する次条

及び第２６条において「小規模保育事業者（Ｂ型）」という。）」と、第２５条及び第２６条中「家

庭的保育事業者」とあるのは「小規模保育事業者（Ｂ型）」と、第２８条中「小規模保育事業所Ａ

型」とあるのは「小規模保育事業所Ｂ型」とする。 

    第４節 小規模保育事業Ｃ型 

 （設備の基準） 

第３３条 小規模保育事業Ｃ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｃ型」という。）の設備の基準

は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 乳児又は満２歳に満たない幼児を利用させる小規模保育事業所Ｃ型には、乳児室又はほふ

く室、調理設備及び便所を設けること。 

 （２） 乳児室又はほふく室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上で

あること。 

 （３） 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 
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 （４） 満２歳以上の幼児を利用させる小規模保育事業所Ｃ型には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯

場、調理設備及び便所を設けること。 

 （５） 保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の幼児１人につき３．３平方メートル以上、屋外

遊戯場の面積は、前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （６） 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （７） 保育室等を２階以上に設ける建物は、第２８条第７号に掲げる要件に該当するものである

こと。 

 （職員） 

第３４条 小規模保育事業所Ｃ型には、家庭的保育者、嘱託医及び調理員を置かなければならない。

ただし、調理業務の全部を委託する小規模保育事業所Ｃ型又は第１６条第１項の規定により搬入施

設から食事を搬入する小規模保育事業所Ｃ型にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下とする。ただし、家庭的保育

者が、家庭的保育補助者とともに保育する場合には、５人以下とする。 

 （利用定員） 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法第６条の３第１０項の規定にかかわらず、その利用定員を６

人以上１０人以下とする。 

 （準用） 

第３６条 第２４条から第２６条までの規定は、小規模保育事業Ｃ型について準用する。この場合に

おいて、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家庭的保育事業者」

という。）」とあるのは「小規模保育事業Ｃ型を行う者（第３６条において準用する次条及び第２６

条において「小規模保育事業者（Ｃ型）」という。）」と、第２５条及び第２６条中「家庭的保育事

業者」とあるのは「小規模保育事業者（Ｃ型）」とする。 

   第４章 居宅訪問型保育事業 

 （居宅訪問型保育事業） 

第３７条 居宅訪問型保育事業者は、次に掲げる保育を提供するものとする。 

 （１） 障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が著しく困難であると認められる乳幼児に対する

保育 

 （２） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３４条第５項又は第４６条第５項の

規定による便宜の提供に対応するために行う保育 

 （３） 法第２４条第６項に規定する措置に対応するために行う保育 

 （４） 母子家庭等（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第５項

に規定する母子家庭等をいう。）の乳幼児の保護者が夜間及び深夜の勤務に従事する場合への対応

等、保育の必要の程度及び家庭等の状況を勘案し、居宅訪問型保育を提供する必要性が高いと市

が認める乳幼児に対する保育 

 （５） 居宅訪問型保育事業以外の家庭的保育事業等の確保が困難であると市が認める地域におい

て行う保育 

 （設備及び備品） 

第３８条 居宅訪問型保育事業者が当該事業を行う事業所には、事業の運営を行うために必要な広さ

を有する専用の区画を設けるほか、保育の実施に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 

 （職員） 

第３９条 居宅訪問型保育事業において家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は１人

とする。 

 （居宅訪問型保育連携施設） 

第４０条 居宅訪問型保育事業者は、第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場合にあ

っては、当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を受け
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られるよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設（法第４２条に規定する障害児入所施設をいう。）

その他の市の指定する施設（この条において「居宅訪問型保育連携施設」という。）を適切に確保

しなければならない。ただし、居宅訪問型保育連携施設の確保が著しく困難であると市が認める地

域において居宅訪問型保育事業を行う居宅訪問型保育事業者については、この限りでない。 

 （準用） 

第４１条 第２４条から第２６条までの規定は、居宅訪問型保育事業について準用する。この場合に

おいて、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家庭的保育事業者」

という。）」とあるのは「居宅訪問型保育事業者」と、第２５条及び第２６条中「家庭的保育事業者」

とあるのは「居宅訪問型保育事業者」とする。 

   第５章 事業所内保育事業 

 （利用定員の設定） 

第４２条 事業所内保育事業を行う者（以下この章において「事業所内保育事業者」という。）は、法

第６条の３第１２項第１号イ、ロ又はハに規定するその他の乳児又は幼児（以下この条において「そ

の他の乳児又は幼児」という。）について、次の表の左欄に掲げる利用定員の区分に応じ、それぞ

れ同表の右欄に定める数以上の定員枠を設けなくてはならない。 

利用定員数 その他の乳児又は幼児の数 

１人以上５人以下 １人 

６人以上７人以下 ２人 

８人以上１０人以下 ３人 

１１人以上１５人以下 ４人 

１６人以上２０人以下 ５人 

２１人以上２５人以下 ６人 

２６人以上３０人以下 ７人 

３１人以上４０人以下 １０人 

４１人以上５０人以下 １２人 

５１人以上６０人以下 １５人 

６１人以上 ２０人 

 （設備の基準） 

第４３条 事業所内保育事業（利用定員が２０人以上のものに限る。以下この条、第４５条及び第４

６条において「保育所型事業所内保育事業」という。）を行う事業所（以下「保育所型事業所内保

育事業所」という。）の設備の基準は、次に掲げるとおりとする。 

 （１） 乳児又は満２歳に満たない幼児を入所させる保育所型事業所内保育事業所には、乳児室又

はほふく室、医務室、調理室（当該保育所型事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事

業場に附属して設置する炊事場を含む。第５号において同じ。）及び便所を設けること。 

 （２） 乳児室の面積は、乳児又は前号の幼児１人につき１．６５平方メートル以上であること。 

 （３） ほふく室の面積は、乳児又は第１号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （４） 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 

 （５） 満２歳以上の幼児（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき保育が必要と認められる

児童であって満３歳以上のものを受け入れる場合にあっては、当該児童を含む。以下この章にお

いて同じ。）を入所させる保育所型事業所内保育事業所には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯場（保

育所型事業所内保育事業所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。次号において同

じ。）、調理室及び便所を設けること。 

 （６） 保育室又は遊戯室の面積は、前号の幼児１人につき１．９８平方メートル以上、屋外遊戯

場の面積は、前号の幼児１人につき３．３平方メートル以上であること。 

 （７） 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 
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 （８） 保育室等を２階に設ける建物は次のア、イ及びカの要件に、保育室等を３階以上に設ける

建物は次のアからクまでの要件に該当するものであること。 

  ア 建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建

築物であること。 

  イ 保育室等が設けられている次の表の左欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、

それぞれ同表の右欄に掲げる施設又は設備が１以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １ 屋内階段 

  ２ 屋外階段 

 
避難用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

  ２ 待避上有効なバルコニー 

  
３ 建築基準法第２条第７号の２に規定する準耐火構造の屋外

傾斜路又はこれに準ずる設備 

  ４ 屋外階段 

３階 

 

常用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

  ２ 屋外階段 

 
避難用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

  
２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路

又はこれに準ずる設備 

  ３ 屋外階段 

４階以上の階 常用 

 

１ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段 

 
２ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の

屋外階段 

 

避難用 １ 建築基準法施行令第１２３条第１項各号又は同条第３項各

号に規定する構造の屋内階段（ただし、同条第１項の場合にお

いては、当該階段の構造は、建築物の１階から保育室等が設け

られている階までの部分に限り、屋内と階段室とは、バルコニ

ー又は外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備

（同条第３項第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方

法を用いるものその他有効に排煙することができると認めら

れるものに限る。）を有する付室を通じて連絡することとし、

かつ、同条第３項第２号、第３号及び第９号を満たすものとす

る。） 

  ２ 建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の屋外傾斜路 

  
３ 建築基準法施行令第１２３条第２項各号に規定する構造の

屋外階段 

  ウ イに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分からその

１に至る歩行距離が３０メートル以下となるように設けられていること。 

  エ 保育所型事業所内保育事業所の調理室（次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。

以下このエにおいて同じ。）以外の部分と保育所型事業所内保育事業所の調理室の部分が建築基

準法第２条第７号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第１１２条第１項

に規定する特定防火設備で区画されていること。この場合において、換気、暖房又は冷房の設

備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパ

ーが設けられていること。 



平成２６年１０月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３０９号 

 21 

   （ア） スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられていること。 

   （イ） 調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、かつ、当該調理室の外部

への延焼を防止するために必要な措置が講じられていること。 

  オ 保育所型事業所内保育事業所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしてい

ること。 

  カ 保育室等その他乳幼児が出入りし、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を防止する設備

が設けられていること。 

  キ 非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられていること。 

  ク 保育所型事業所内保育事業所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が

施されていること。 

 （職員） 

第４４条 保育所型事業所内保育事業所には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなければならない。

ただし、調理業務の全部を委託する保育所型事業所内保育事業所又は第１６条第１項の規定により

搬入施設から食事を搬入する保育所型事業所内保育事業所にあっては、調理員を置かないことがで

きる。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数以上とする。ただし、

保育所型事業所内保育事業所１につき２人を下回ることはできない。 

 （１） 乳児 おおむね３人につき１人 

 （２） 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 

 （３） 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する保

健師又は看護師を１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 （連携施設に関する特例） 

第４５条 保育所型事業所内保育事業を行う者にあっては、連携施設の確保に当たって、第６条第１

号及び第２号に係る連携協力を求めることを要しない。 

 （準用） 

第４６条 第２４条から第２６条までの規定は、保育所型事業所内保育事業について準用する。この

場合において、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家庭的保育事

業者」という。）」とあるのは「保育所型事業所内保育事業を行う者（第４６条において準用する次

条及び第２６条において「保育所型事業所内保育事業者」という。）」と、第２５条及び第２６条中

「家庭的保育事業者」とあるのは「保育所型事業所内保育事業者」とする。 

 （職員） 

第４７条 事業所内保育事業（利用定員が１９人以下のものに限る。以下この条及び次条において「小

規模型事業所内保育事業」という。）を行う事業所（以下この条及び次条において「小規模型事業

所内保育事業所」という。）には、保育士その他保育に従事する職員として市長が行う研修（市長

が指定する奈良県知事その他の機関が行う研修を含む。）を修了した者（以下この条において「保

育従事者」という。）、嘱託医及び調理員を置かなければならない。ただし、調理業務の全部を委託

する小規模型事業所内保育事業所又は第１６条第１項の規定により搬入施設から食事を搬入する

小規模型事業所内保育事業所にあっては、調理員を置かないことができる。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。 

 （１） 乳児 おおむね３人につき１人 

 （２） 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人 
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 （３） 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人（法第６条の３第１２項第

２号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号において同じ。） 

 （４） 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する保

健師又は看護師を、１人に限り、保育士とみなすことができる。 

 （準用） 

第４８条 第２４条から第２６条まで及び第２８条の規定は、小規模型事業所内保育事業について準

用する。この場合において、第２４条中「家庭的保育事業を行う者（次条及び第２６条において「家

庭的保育事業者」という。）」とあるのは「小規模型事業所内保育事業を行う者（第４８条において

準用する次条及び第２６条において「小規模型事業所内保育事業者」という。）」と、第２５条及び

第２６条中「家庭的保育事業者」とあるのは「小規模型事業所内保育事業者」と、第２８条中「小

規模保育事業所Ａ型」とあるのは「小規模型事業所内保育事業所」と、同条第１号中「調理設備」

とあるのは「調理設備（当該小規模型事業所内保育事業所を設置及び管理する事業主が事業場に附

属して設置する炊事場を含む。第４号において同じ。）」と、同条第４号中「次号」とあるのは「第

４８条において準用する第２８条第５号」とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２

４年法律第６７号）の施行の日から施行する。 

 （食事の提供の経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において現に存する法第３９条第１項

に規定する業務を目的とする施設又は事業を行う者が、施行日以後に家庭的保育事業等の認可を得

た場合においては、施行日から起算して５年を経過する日までの間は、第１５条、第２２条第４号

（調理設備に係る部分に限る。）、第２３条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）、第２８条第１

号（調理設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第４８条において準用する場合を含む。）及び第

４号（調理設備に係る部分に限る。）（第３２条及び第４８条において準用する場合を含む。）、第２

９条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）、第３１条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）、

第３３条第１号（調理設備に係る部分に限る。）及び第４号（調理設備に係る部分に限る。）、第３

４条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）、第４３条第１号（調理室に係る部分に限る。）及び

第５号（調理室に係る部分に限る。）、第４４条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）並びに第

４７条第１項本文（調理員に係る業務に限る。）の規定は、適用しないことができる。 

 （連携施設に関する経過措置） 

第３条 家庭的保育事業者等は、連携施設の確保が著しく困難であって、子ども・子育て支援法第５

９条第４号に規定する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができると市が認め

る場合は、第６条本文の規定にかかわらず、施行日から起算して５年を経過する日までの間、連携

施設の確保をしないことができる。 

 （小規模保育事業Ｂ型等に関する経過措置） 

第４条 第３１条及び第４７条の規定の適用については、第２３条第２項に規定する家庭的保育者又

は同条第３項に規定する家庭的保育補助者は、施行日から起算して５年を経過する日までの間、第

３１条第１項及び第４７条第１項に規定する保育従事者とみなす。 

 （利用定員に関する経過措置） 

第５条 小規模保育事業Ｃ型にあっては、第３５条の規定にかかわらず、施行日から起算して５年を

経過する日までの間、その利用定員を６人以上１５人以下とすることができる。 

（母子及び寡婦福祉法の一部改正に伴う経過措置） 
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第６条 この条例の公布の日から次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援

対策推進法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第２８号）第２条の施行の日の前日までの間

は、第３７条第４号中「母子及び父子並びに寡婦福祉法」とあるのは「母子及び寡婦福祉法」と、

「第６条第５項」とあるのは「第６条第４項」とする。 

 

条例第１６号 

 大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例をここに

公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

目次 

 第１章 総則（第１条－第３条） 

 第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

  第１節 利用定員に関する基準（第４条） 

  第２節 運営に関する基準（第５条－第３４条） 

  第３節 特例施設型給付費に関する基準（第３５条・第３６条） 

 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

  第１節 利用定員に関する基準（第３７条） 

  第２節 運営に関する基準（第３８条－第５０条） 

  第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５１条・第５２条） 

 附則 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第３４

条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設の運営に関する基準及び特定地

域型保育事業の運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 （１） 小学校就学前子ども 法第６条第１項に規定する小学校就学前子どもをいう。 

 （２） 認定こども園 法第７条第４項に規定する認定こども園をいう。 

 （３） 幼稚園 法第７条第４項に規定する幼稚園をいう。 

 （４） 保育所 法第７条第４項に規定する保育所をいう。 

 （５） 家庭的保育事業 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第９項に規定する

家庭的保育事業をいう。 

 （６） 小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業をいう。 

 （７） 居宅訪問型保育事業 児童福祉法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業をい

う。 

 （８） 事業所内保育事業 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する事業所内保育事業をいう。 

 （９） 支給認定 法第２０条第４項に規定する支給認定をいう。 

 （１０） 支給認定保護者 法第２０条第４項に規定する支給認定保護者をいう。 

 （１１） 支給認定子ども 法第２０条第４項に規定する支給認定子どもをいう。 

 （１２） 支給認定証 法第２０条第４項に規定する支給認定証をいう。 

 （１３） 支給認定の有効期間 法第２１条に規定する支給認定の有効期間をいう。 
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 （１４） 特定教育・保育施設 法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設をいう。 

 （１５） 特定教育・保育 法第２７条第１項に規定する特定教育・保育をいう。 

 （１６） 法定代理受領 法第２７条第５項（法第２８条第４項の規定において準用する場合を含

む。）又は法第２９条第５項（法第３０条第４項の規定において準用する場合を含む。）の規定に

より市町村が支払う特定教育・保育又は特定地域型保育に要した費用の額の一部を、支給認定保

護者に代わり特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者が受領することをいう。 

 （１７） 特定地域型保育事業者 法第２９条第１項に規定する特定地域型保育事業者をいう。 

 （１８） 特定地域型保育 法第２９条第１項に規定する特定地域型保育をいう。 

 （１９） 特別利用保育 法第２８条第１項第２号に規定する特別利用保育をいう。 

 （２０） 特別利用教育 法第２８条第１項第３号に規定する特別利用教育をいう。 

 （２１） 特別利用地域型保育 法第３０条第１項第２号に規定する特別利用地域型保育をいう。 

 （２２） 特定利用地域型保育 法第３０条第１項第３号に規定する特定利用地域型保育をいう。 

 （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）は、

良質かつ適切な内容及び水準の特定教育・保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全て

の子どもが健やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子どもの意思及び

人格を尊重して、常に当該小学校就学前子どもの立場に立って特定教育・保育又は特定地域型保育

を提供するように努めなければならない。 

３ 特定教育・保育施設等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、奈良県、市、小学

校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者、他の児童福祉施設その他

の学校又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければ

ならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子どもの人権の擁

護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。 

   第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

    第１節 利用定員に関する基準 

 （利用定員） 

第４条 特定教育・保育施設（認定こども園及び保育所に限る。）は、その利用定員（法第２７条第１

項の確認において定めるものに限る。以下この章において同じ。）の数を２０人以上とする。 

２ 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定める

小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めるものとする。ただし、法第１９条第１項第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満１歳に満たない小学校就学前子ども及び満１歳

以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

 （１） 認定こども園 法第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

 （２） 幼稚園 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

 （３） 保育所 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第３号に掲

げる小学校就学前子どもの区分 

    第２節 運営に関する基準 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込

みを行った支給認定保護者（以下「利用申込者」という。）に対し、第２０条に規定する運営規程

の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められ
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る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申出があった場合には、前項の規定による文書の交付

に代えて、第５項で定めるところにより、当該利用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲

げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合

において、当該特定教育・保育施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

 （１） 電子情報処理組織を使用する方法のうち次のア又はイに掲げるもの 

  ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と利用申込者の使用に係る電子計算機とを接続

する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法 

  イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項に規定

する重要事項を電気通信回線を通じて利用申込者の閲覧に供し、当該利用申込者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受

ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

 （２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に

記録しておくことができる物をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を記録した

ものを交付する方法 

３ 前項に掲げる方法は、利用申込者がファイルへの記録を出力することによる文書を作成すること

ができるものでなければならない。 

４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と、利

用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

５ 特定教育・保育施設は、第２項の規定により第１項に規定する重要事項を提供しようとするとき

は、あらかじめ、当該利用申込者に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、

文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

 （１） 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設が使用するもの 

 （２） ファイルへの記録の方式 

６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設は、当該利用申込者から文書又は電磁的方法に

より電磁的方法による提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者に対し、第１項に

規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該利用申込者が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

 （利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由がな

ければ、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申

込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教育・保育施設

を現に利用している法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもの総数が、当該特定教育・保育施設の法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、抽選、申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他

公正な方法（第４項において「選考方法」という。）により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、利用の申

込みに係る法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している法第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子ども
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に該当する支給認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の法第１９条第１項第２号又は第３

号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第２０条

第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる支給認定子どもが優先的に利用できるよう選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選考方法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で、選考を

行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る支給認定子どもに対して自ら適切な教育・保育を提供

することが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の

適切な措置を速やかに講じなければならない。 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の利用について法第４２条第１項の規定に

より市が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。）は、法第１９

条第１項第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに係る当該特

定教育・保育施設の利用について児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条第１項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

 （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、支給認定保護者の提示

する支給認定証によって、支給認定の有無、支給認定子どもの該当する法第１９条第１項各号に掲

げる小学校就学前子どもの区分、支給認定の有効期間及び保育必要量等を確かめなければならな

い。 

 （支給認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、支給認定を受けていない保護者から利用の申込みがあった場合は、

当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認定の申請が遅くとも支給認定保護者が受けている支

給認定の有効期間の満了日の３０日前には行われるよう必要な援助を行わなければならない。ただ

し、緊急その他やむを得ない理由がある場合には、この限りでない。 

 （心身の状況等の把握） 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の状

況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければならな

い。 

 （小学校等との連携） 

第１１条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもについ

て、小学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育と

の円滑な接続に資するよう、支給認定子どもに係る情報の提供その他小学校、特定教育・保育施設

等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関との密接な連携に努めなければならない。 

 （教育・保育の提供の記録） 

第１２条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、提供日、内容その他必要な事項

を記録しなければならない。 

 （利用者負担額等の受領） 

第１３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下こ

の条及び次条において同じ。）を提供した際は、支給認定保護者から当該特定教育・保育に係る利

用者負担額（法第２７条第３項第２号に掲げる額（当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供
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する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する市町村が定める額とし、特別利用教育を提

供する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する市町村が定める額とする。）をいう。）の

支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保護者から当該特定教育・保

育に係る特定教育・保育費用基準額（法第２７条第３項第１号に規定する額（その額が現に当該特

定教育・保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をい

い、当該特定教育・保育施設が特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に

規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要

した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用保育に要した費用の額）を、特別利用教育を提供

する場合にあっては法第２８条第２項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用

教育に要した費用の額）をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとする。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当

該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教

育・保育に要する費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便

宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

 （１） 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する費用 

 （２） 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用 

 （３） 食事の提供に要する費用（法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに対する

食事の提供に要する費用を除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子どもについては主食の提供

に係る費用に限る。） 

 （４） 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用 

 （５） 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、

特定教育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者

に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該

費用の額を支払った支給認定保護者に対し、交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の

使途及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにする

とともに、支給認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、

第４項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 （施設型給付費等の額に係る通知等） 

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費（法第２

８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下この項において同じ。）の支給を受けた場合

は、支給認定保護者に対し、当該支給認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額の

支払を受けた場合は、その提供した特定教育・保育の内容、費用の額その他必要と認められる事項

を記載した特定教育・保育提供証明書を支給認定保護者に対して交付しなければならない。 

 （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に定め

るものに基づき、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行

わなければならない。 
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 （１） 幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２条第７項に規定す

る幼保連携型認定こども園をいう。以下同じ。） 幼保連携型認定こども園教育・保育要領（認定

こども園法第１０条第１項の規定に基づき主務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程

その他の教育及び保育の内容に関する事項をいう。次項において同じ。） 

 （２） 認定こども園（認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受けた施設及び同条第９

項の規定による公示がされたものに限る。） 次号及び第４号に掲げる事項 

 （３） 幼稚園 幼稚園教育要領（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２５条の規定に基づ

き文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の教育内容に関する事項をいう。） 

 （４） 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３

５条の規定に基づき保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針 

２ 前項第２号に掲げる認定こども園が特定教育・保育を提供するに当たっては、同号に掲げるもの

のほか、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえなければならない。 

 （特定教育・保育に関する評価等） 

第１６条 特定教育・保育施設は、自らその提供する特定教育・保育の質の評価を行い、常にその改

善を図らなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する支給認定保護者その他の特

定教育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育施設の職員を除く。）による評価又は外部の者に

よる評価を受け、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

 （相談及び援助） 

第１７条 特定教育・保育施設は、常に支給認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等の的

確な把握に努め、支給認定子ども又はその保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要

な助言その他の援助を行わなければならない。 

 （緊急時等の対応） 

第１８条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに支給認定子

どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該支給認定子どもの保護者又は医

療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 （支給認定保護者に関する市への通知） 

第１９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている支給認定子どもの保護者が偽りその

他不正の行為によって施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を

付してその旨を市に通知しなければならない。 

 （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程（第２３

条において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

 （１） 施設の目的及び運営の方針 

 （２） 提供する特定教育・保育の内容 

 （３） 職員の職種、員数及び職務の内容 

 （４） 特定教育・保育の提供を行う日（法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員を定めている施設にあっては、学期を含む。以下この号において同じ。）及

び時間、提供を行わない日 

 （５） 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由及びその 

  額 

 （６） 第４条第２項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員 

 （７） 特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項（第

６条第２項及び第３項に規定する選考方法を含む。） 
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 （８） 緊急時等における対応方法 

 （９） 非常災害対策 

 （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

 （１１） その他特定教育・保育施設の運営に関する重要事項 

 （勤務体制の確保等） 

第２１条 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供することが

できるよう、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教育・保育を提供しなけれ

ばならない。ただし、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさない業務

については、この限りでない。 

３ 特定教育・保育施設は、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

 （定員の遵守） 

第２２条 特定教育・保育施設は、利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行ってはならない。た

だし、年度中における特定教育・保育に対する需要の増大への対応、法第３４条第５項に規定する

便宜の提供への対応、児童福祉法第２４条第５項又は第６項に規定する措置への対応、災害、虐待

その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 （掲示） 

第２３条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職

員の勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められ

る重要事項を掲示しなければならない。 

 （支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第２４条 特定教育・保育施設においては、支給認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定教育・

保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

 （虐待等の禁止） 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、支給認定子どもに対し、児童福祉法第３３条の１０各号に

掲げる行為その他当該支給認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。以下この条において同

じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、支給認定子どもに対し、児童福祉法第４７条第３

項の規定により懲戒に関し、その支給認定子どもの福祉のために必要な措置をとるときは、身体的

苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

 （秘密保持等） 

第２７条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た支給認

定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

２ 特定教育・保育施設は、職員又は職員であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得た支給

認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行

う者その他の機関に対して、支給認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書によ

り当該支給認定子どもの保護者の同意を得ておかなければならない。 

 （情報の提供等） 

第２８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係

る支給認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択することができるよう

に、当該特定教育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう努め

なければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設について広告をする場合において、その内容を
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虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 

 （利益供与等の禁止） 

第２９条 特定教育・保育施設は、利用者支援事業（法第５９条第１号に規定する事業をいう。）その

他の地域子ども・子育て支援事業を行う者（次項において「利用者支援事業者等」という。）、教育・

保育施設若しくは地域型保育を行う者等又はその職員に対し、小学校就学前子ども又はその家族に

対して当該特定教育・保育施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し

てはならない。 

２ 特定教育・保育施設は、利用者支援事業者等、教育・保育施設若しくは地域型保育を行う者等又

はその職員から、小学校就学前子ども又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の財

産上の利益を収受してはならない。 

 （苦情解決） 

第３０条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定子ども又は支給認

定保護者その他の当該支給認定子どもの家族（以下この条において「支給認定子ども等」という。）

からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な

措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければ

ならない。 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定子ども等からの苦情に関

して市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第１４条第１項の規定により市

が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は市の職員からの質問若

しくは特定教育・保育施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及び支給認定子ど

も等からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合は、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、市からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市に報告しなけれ

ばならない。 

 （地域との連携等） 

第３１条 特定教育・保育施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連

携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

 （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第３２条 特定教育・保育施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

 （１） 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止の

ための指針を整備すること。 

 （２） 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告さ

れ、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

 （３） 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が発生した場

合は、速やかに市、当該支給認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

３ 特定教育・保育施設は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しなければ

ならない。 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供により賠償すべき事故が

発生した場合は、速やかに損害賠償を行わなければならない。 

 （会計の区分） 
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第３３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなけ

ればならない。 

 （記録の整備） 

第３４条 特定教育・保育施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければなら

ない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

 （１） 第１５条第１項各号に定めるものに基づく特定教育・保育の提供に当たっての計画 

 （２） 第１２条に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事項の提供の記録 

 （３） 第１９条に規定する市への通知に係る記録 

 （４） 第３０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 （５） 第３２条第３項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

    第３節 特例施設型給付費に関する基準 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。この条において同じ。）が法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用保育を提供する場合には、

法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用保育を提供する場合には、当該特別利用保育に

係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子どもの総数が、第４条第２項第３号の規定により定められた法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用保育を含むものとして、この章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適

用する。この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している

施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する支給認定子ども」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子ども」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に係る利用定員の総数」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。次項において同じ。）が法第１９条第１項第２号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、法

第３４条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が前項の規定により特別利用教育を提供する場合には、当該特別利用教育に

係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもの数及び当

該特定教育・保育施設を現に利用している法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する支給認定子どもの総数が、第４条第２項第２号の規定により定められた法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教育・保育に

は特別利用教育を含むものとして、この章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適

用する。この場合において、第６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもの数」と、第１３条第４項第３号中「除き、同項第２号に掲げる小学校就学前子
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どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く。）」とする。 

   第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

    第１節 利用定員に関する基準 

 （利用定員） 

第３７条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保育事業にあっては、その利用定員（法第２９条第１

項の確認において定めるものに限る。以下この章において同じ。）の数を１人以上５人以下、小規

模保育事業Ａ型（大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年条例第１５号）第２８条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ型（同

条例第３１条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう。）にあっては、その利用定員の数を６人以上

１９人以下、小規模保育事業Ｃ型（同条例第３３条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第

４条において同じ。）にあっては、その利用定員の数を６人以上１０人以下、居宅訪問型保育事業

にあっては、その利用定員の数を１人とする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類及び当該特定地域型保育の種類に係る特定地域

型保育事業を行う事業所（以下「特定地域型保育事業所」という。）ごとに、法第１９条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員（事業所内保育事業を行う事業所にあっては、大

和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第４２条の規定を踏まえ、そ

の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施

設を設置して行う事業主に係る当該小学校就学前子ども（当該事業所内保育事業が、事業主団体に

係るものにあっては事業主団体の構成員である事業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前

子どもとし、共済組合等（児童福祉法第６条の３第１２項第１号ハに規定する共済組合等をいう。）

に係るものにあっては共済組合等の構成員（同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。）の監

護する小学校就学前子どもとする。）及びその他の小学校就学前子どもごとに定める法第１９条第

１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。）を、満１歳に満たない小学校就

学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

    第２節 運営に関する基準 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際しては、あらかじめ利用申込

者に対し、第４６条に規定する運営規程の概要、第４２条に規定する連携施設の種類、名称、連携

協力の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他の利用申込者の保育の選択に資すると認められる

重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なけ

ればならない。 

２ 第５条第２項から第６項までの規定は、前項の規定による文書の交付について準用する。 

 （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している法第１９条第１項第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の法第１９条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第２

０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受け

る必要性が高いと認められる支給認定子どもが優先的に利用できるよう選考するものとする。 

３ 前項の特定地域型保育事業者は、前項の選考方法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で、

選考を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供体制の確保が困難である場合その他利用申込者に係

る支給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、連携施設その
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他の適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の適切な措置を速やかに講じ

なければならない。 

 （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第４０条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業の利用について法第５４条第１項の規定に

より市が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもに係る特定地域型保育事業の利用について児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３

条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により市が行う調整及び要請に対

し、できる限り協力しなければならない。 

 （心身の状況等の把握） 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身の

状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければなら

ない。 

 （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。この項において同じ。）は、

特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供されるよう、次

に掲げる事項に係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）

を適切に確保しなければならない。ただし、連携施設の確保が著しく困難であると市が認める地域

において特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事業者については、この限りでない。 

 （１） 特定地域型保育の提供を受けている支給認定子どもに集団保育を体験させるための機会の

設定、特定地域型保育の適切な提供に必要な特定地域型保育事業者に対する相談、助言その他の

保育の内容に関する支援を行うこと。 

 （２） 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育事業所の職員の病気、休暇等により特定地域型

保育を提供することができない場合に、当該特定地域型保育事業者に代わって提供する特定教

育・保育をいう。）を提供すること。 

 （３） 当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育の提供を受けていた支給認定子ども（事

業所内保育事業を利用する支給認定子どもにあっては、第３７条第２項に規定するその他の小学

校就学前子どもに限る。以下この号において同じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了に際し

て、当該支給認定子どもに係る支給認定保護者の希望に基づき、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育・保育を提供すること。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例第３７条第１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場合にあっては、前項本文の規定に

かかわらず、当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供与を

受けられるよう、あらかじめ連携する障害児入所施設（児童福祉法第４２条に規定する障害児入所

施設をいう。）その他の市の指定する施設（以下この項において「居宅訪問型保育連携施設」とい

う。）を適切に確保しなければならない。ただし、居宅訪問型保育連携施設の確保が著しく困難で

あると市が認める地域において居宅訪問型保育を行う居宅訪問型保育事業者については、この限り

でない。 

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第３７条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上

のものについては、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、第１項第１号及

び第２号に係る連携協力を求めることを要しない。 

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の終了に際しては、支給認定子どもについて、

連携施設又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保育との円滑な接続に

資するよう、支給認定子どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・保育施設等、地域子ど

も・子育て支援事業を実施する者等との密接な連携に努めなければならない。 
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 （利用者負担額等の受領） 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育

を含む。以下この条及び第５０条において準用する第１４条において同じ。）を提供した際は、支

給認定保護者から当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項第２号に掲げる額

（当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項

第２号に規定する市町村が定める額とし、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０

条第２項第３号に規定する市町村が定める額とする。）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、支給認定保護者から、当該特定地域

型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第２９条第３項第１号に掲げる額（その額が現に当該

特定地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特定地域型保育に要した費用の額）を

いい、当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２

項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利

用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）

を、特定利用地域型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第３号に規定する内閣総理大

臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利用地域型保育に要した費用の額

を超えるときは、当該現に特定利用地域型保育に要した費用の額）をいう。次項において同じ。）

の支払を受けるものとする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育の提供に当たって、

当該特定地域型保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定地

域型保育に要する費用として見込まれるものの額と特定地域型保育費用基準額との差額に相当す

る金額の範囲内で設定する額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受ける額のほか、特定地域型保育において提供される

便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を支給認定保護者から受けることができる。 

 （１） 日用品、文房具その他の特定地域型保育に必要な物品の購入に要する費用 

 （２） 特定地域型保育等に係る行事への参加に要する費用 

 （３） 特定地域型保育事業所に通う際に提供される便宜に要する費用 

 （４） 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保育において提供される便宜に要する費用のうち、

特定地域型保育事業の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、支給認定保護者

に負担させることが適当と認められるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当

該費用の額を支払った支給認定保護者に対し、交付しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭

の使途及び額並びに支給認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明らかにす

るとともに、支給認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、

第４項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 

 （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３５条の規定に基

づき保育所における保育の内容について厚生労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性

に留意して、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を適切に行わな

ければならない。 

 （特定地域型保育に関する評価等） 

第４５条 特定地域型保育事業者は、自らその提供する特定地域型保育の質の評価を行い、常にその

改善を図らなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常に

その改善を図るよう努めなければならない。 
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 （運営規程） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（第５

０条において準用する第２３条において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

 （１） 事業の目的及び運営の方針 

 （２） 提供する特定地域型保育の内容 

 （３） 職員の職種、員数及び職務の内容 

 （４） 特定地域型保育の提供を行う日及び時間、提供を行わない日 

 （５） 支給認定保護者から受領する利用者負担その他の費用の種類、支払を求める理由及びその   

  額 

 （６） 利用定員 

 （７） 特定地域型保育事業の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項（第

３９条第２項に規定する選考方法を含む。） 

 （８） 緊急時等における対応方法 

 （９） 非常災害対策 

 （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

 （１１） 前各号に掲げるもののほか、特定地域型保育事業の運営に関する重要事項 

 （勤務体制の確保等） 

第４７条 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提供すること

ができるよう、特定地域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員によ

って特定地域型保育を提供しなければならない。ただし、支給認定子どもに対する特定地域型保育

の提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

３ 特定地域型保育事業者は、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならな

い。 

 （定員の遵守） 

第４８条 特定地域型保育事業者は、利用定員の定員を超えて特定地域型保育の提供を行ってはなら

ない。ただし、年度中における特定地域型保育に対する需要の増大への対応、法第４６条第５項に

規定する便宜の提供への対応、児童福祉法第２４条第６項に規定する措置への対応、災害、虐待そ

の他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

 （記録の整備） 

第４９条 特定地域型保育事業者は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければな

らない。 

２ 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対する特定地域型保育の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。 

 （１） 第４４条に定めるものに基づく特定地域型保育の提供に当たっての計画 

 （２） 次条において準用する第１２条に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事項の提

供の記録 

 （３） 次条において準用する第１９条に規定する市への通知に係る記録 

 （４） 次条において準用する第３０条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 （５） 次条において準用する第３２条第３項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置

についての記録 

 （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及

び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業について準用する。この場合において、

第１４条第１項中「施設型給付費（法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下こ
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の項において同じ。）」とあるのは「地域型保育給付費（法第３０条第１項に規定する特例地域型保

育給付費を含む。以下この項において同じ。）」と読み替えるものとする。 

    第３節 特例地域型保育給付費に関する基準 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに対し、特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、当該特別利

用地域型保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している法第１９条第１項第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子ども（次条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められ

た利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特別利用地域型保育を含むものとして、この章（第３９条第２項及び第４０条第２項を

除く。）の規定を適用する。 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに対し、特定利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規定する地

域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が前項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、当該特定利

用地域型保育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子

どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している法第１９条第１項第３号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子ども（前条第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する

場合にあっては当該特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子どもを含む。）の総数が、第３７条第２項の規定により定められ

た利用定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、特定地域

型保育には特定利用地域型保育を含むものとして、この章の規定を適用する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、法の施行の日から施行する。 

 （特定保育所に関する特例） 

第２条 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。以下同じ。）が特定教育・保

育を提供する場合にあっては、当分の間、第１３条第１項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる

額（当該特定教育・保育施設が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と、「定める額とする。）

をいう。）」とあるのは「定める額をいう。）」と、同条第２項中「（法第２７条第３項第１号に規定

する額」とあるのは「（法附則第６条第３項の規定により読み替えられた法第２８条第２項第１号

に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「設定する額の

支払を」とあるのは「設定する額の支払を、市の同意を得て、」と、第１９条中「施設型給付費の

支給を受け、又は受けようとしたとき」とあるのは「法附則第６条第１項の規定による委託費の支

払の対象となる特定教育・保育の提供を受け、又は受けようとしたとき」とし、第６条及び第７条

の規定は適用しない。 

２ 特定保育所は、市から児童福祉法第２４条第１項の規定に基づく保育所における保育を行うこと
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の委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。 

 （施設型給付費等に関する経過措置） 

第３条 特定教育・保育施設が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給

認定子どもに対して特定教育・保育又は特別利用保育を提供する場合においては、当分の間、第１

３条第１項中「法第２７条第３項第２号に掲げる額」とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに

規定する市町村が定める額」と、「法第２８条第２項第２号に規定する市町村が定める額」とある

のは「法附則第９条第１項第２号ロ（１）に規定する市町村が定める額」と、同条第２項中「法第

２７条第３項第１号に規定する額（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の額を超えると

きは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第１号イに

規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した額（その額が現に当該特定教育・保育に要した

費用の額を超えるときは、当該現に特定教育・保育に要した費用の額）及び同号ロに規定する市町

村が定める額」と、「法第２８条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用

保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項第２号ロ（１）に規定する内閣総理大

臣が定める基準により算定した額（その額が現に当該特別利用保育に要した費用の額を超えるとき

は、当該現に特別利用保育に要した費用の額）及び同号ロ（２）に規定する市町村が定める額」と

する。 

２ 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認

定子どもに対して特別利用地域型保育を提供する場合においては、当分の間、第４３条第１項中「法

第３０条第２項第２号に規定する市町村が定める額」とあるのは「法附則第９条第１項第３号イ

（１）に規定する市町村が定める額」と、同条第２項中「法第３０条第２項第２号に規定する内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第

９条第１項第３号イ（１）に規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した額（その額が現に

当該特別利用地域型保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域型保育に要した

費用の額）及び同号イ（２）に規定する市町村が定める額」とする。 

 （利用定員に関する経過措置） 

第４条 小規模保育事業Ｃ型にあっては、この条例の施行の日から起算して５年を経過する日までの

間、第３７条第１項中「６人以上１０人以下」とあるのは「６人以上１５人以下」とする。 

 （連携施設に関する経過措置） 

第５条 特定地域型保育事業者は、連携施設の確保が著しく困難であって、法第５９条第４号に規定

する事業による支援その他の必要な適切な支援を行うことができると市が認める場合は、第４２条

第１項本文の規定にかかわらず、この条例の施行の日から起算して５年を経過する日までの間、連

携施設を確保しないことができる。 

 

条例第１７号 

 大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例の一部を改正する条例 

大和高田市ひとり親家庭等医療費助成条例（平成８年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１号ア中「母子及び寡婦福祉法」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改め、同号イ中

「母子及び寡婦福祉法第１７条に規定する配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）と死別した男子で現に婚姻（婚姻の届出をしていないが事実上婚
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姻関係と同様の事情にある場合を含む。以下同じ。）をしていないもの又はこれに準ずる者」を「母子

及び父子並びに寡婦福祉法第６条第２項に規定する配偶者のない男子」に改め、同号エ中「母子及び

寡婦福祉法」を「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

条例第１８号 

 大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市営住宅条例の一部を改正する条例 

大和高田市営住宅条例（平成９年条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項第５号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する

法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律」に改め、「第４条第１項に規定する支援給付」の次に「及び中国残留邦人等

の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成２５年法

律第１０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定によりなお従前の例によることとされた支援給付」

を加える。 

   附 則 

 この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

条例第１９号 

 大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例をここに公布する。 

  平成２６年９月１８日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３４条の８の

２第１項の規定に基づき、放課後児童健全育成事業（法第６条の３第２項に規定する放課後児童健

全育成事業をいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定め

るものとする。 

 （最低基準の目的） 

第２条 最低基準は、市長の監督に属する放課後児童健全育成事業を利用している児童（以下「利用

者」という。）が、明るくて、衛生的な環境において素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員

の支援により、心身ともに健やかに育成されることを保障するものとする。 

 （最低基準の向上） 

第３条 市長は、児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴き、その監督に属する放課後

児童健全育成事業を行う者（以下「放課後児童健全育成事業者」という。）に対し、最低基準を超

えてその設備及び運営を向上させるように勧告することができる。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 （最低基準と放課後児童健全育成事業者） 

第４条 放課後児童健全育成事業者は、最低基準を超えて、常にその設備及び運営を向上させなけれ

ばならない。 

２ 最低基準を超えて設備を有し、又は運営をしている放課後児童健全育成事業者においては、最低
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基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。 

 （放課後児童健全育成事業の一般原則） 

第５条 放課後児童健全育成事業における支援は、小学校に就学している児童であって、その保護者

が労働等により昼間家庭にいないものにつき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体

的な遊びや生活が可能となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習

慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的として行われなければならな

い。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重し

て、その運営を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及び地域社会に

対し、当該放課後児童健全育成事業者が行う放課後児童健全育成事業の運営の内容を適切に説明す

るよう努めなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容について、自ら評価を行い、その結果を公表する

よう努めなければならない。 

５ 放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）の構造設備は、

採光、換気等利用者の保健衛生及び利用者に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなけれ

ばならない。 

 （放課後児童健全育成事業者と非常災害対策） 

第６条 放課後児童健全育成事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設

備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をする

ように努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、定期的にこれを行わなければならない。 

 （放課後児童健全育成事業者の職員の一般的要件） 

第７条 放課後児童健全育成事業において利用者の支援に従事する職員は、健全な心身を有し、豊か

な人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論

及び実際について訓練を受けたものでなければならない。 

 （放課後児童健全育成事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第８条 放課後児童健全育成事業者の職員は、常に自己研さんに励み、児童の健全な育成を図るため

に必要な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなけれ

ばならない。 

 （設備の基準） 

第９条 放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能

を備えた区画（以下「専用区画」という。）を設けるほか、支援の提供に必要な設備、備品等を備

えなければならない。 

２ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね１．６５平方メートル以上でなければならない。 

３ 専用区画並びに第１項に規定する設備、備品等（次項において「専用区画等」という。）は、放課

後児童健全育成事業所を開所している時間帯を通じて専ら当該放課後児童健全育成事業の用に供

するものでなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。 

 （職員） 

第１０条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支援員を置

かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、その１人を除き、補助員

（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第５項において同
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じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行う研修を修

了したものでなければならない。 

 （１） 保育士の資格を有する者 

 （２） 社会福祉士の資格を有する者 

 （３） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和１８

年勅令第３６号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第９０条第

２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による１２年の学校教育を修

了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部

科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号において「高等学校卒業者等」

という。）であって、２年以上児童福祉事業に従事したもの 

 （４） 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭と

なる資格を有する者 

 （５） 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学を含む。）

において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこ

れらに相当する課程を修めて卒業した者 

 （６） 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若

しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したこ

とにより、同法第１０２条第２項の規定により大学院への入学が認められた者 

 （７） 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学

若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 （８） 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専

修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

 （９） 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事

した者であって、市長が適当と認めたもの 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に１又

は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、１の支援の単位を構成する児童の数は、お

おむね４０人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなければな

らない。ただし、利用者が２０人未満の放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童支援員の

うち１人を除いた者又は補助員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合

その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

 （利用者を平等に取り扱う原則） 

第１１条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の国籍、信条又は社会的身分によって、差別的取扱

いをしてはならない。 

 （虐待等の禁止） 

第１２条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第３３条の１０各号に掲げる行為

その他当該利用者の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 （衛生管理等） 

第１３条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の使用する設備、食器等又は飲用に供する水につい

て、衛生的な管理に努め、衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において感染症又は食中毒が発生し、

又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理

を適正に行わなければならない。 
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 （運営規程） 

第１４条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、次に掲げる事業の運営

についての重要事項に関する運営規程を定めておかなければならない。 

 （１） 事業の目的及び運営の方針 

 （２） 職員の職種、員数及び職務の内容 

 （３） 開所している日及び時間 

 （４） 支援の内容及び当該支援の提供につき利用者の保護者が支払うべき額 

 （５） 利用定員 

 （６） 通常の事業の実施地域 

 （７） 事業の利用に当たっての留意事項 

 （８） 緊急時等における対応方法 

 （９） 非常災害対策 

 （１０） 虐待の防止のための措置に関する事項 

 （１１） 前各号に掲げるもののほか、事業の運営に関する重要事項 

 （放課後児童健全育成事業者が備える帳簿） 

第１５条 放課後児童健全育成事業者は、職員、財産、収支及び利用者の処遇の状況を明らかにする

帳簿を整備しておかなければならない。 

 （秘密保持等） 

第１６条 放課後児童健全育成事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員又は職員であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得

た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 （苦情への対応） 

第１７条 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関する利用者又はその保護者等からの苦

情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関し、市から指導又は助言を受けた場合は、当

該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第８３条に規定する運営

適正化委員会が行う同法第８５条第１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。 

 （開所時間及び日数） 

第１８条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する時間について、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間以上を原則として、児童の保護者の労働

時間、小学校の授業の終了の時刻その他の状況等を考慮して、当該事業所ごとに定めなければなら

ない。 

 （１） 小学校の授業の休業日に行う放課後児童健全育成事業 １日につき８時間 

 （２） 小学校の授業の休業日以外の日に行う放課後児童健全育成事業 １日につき３時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する日数について、１年につき

２５０日以上を原則として、児童の保護者の就労日数、小学校の授業の休業日その他の状況等を考

慮して、当該事業所ごとに定めなければならない。 

 （保護者との連絡） 

第１９条 放課後児童健全育成事業者は、常に利用者の保護者と密接な連絡をとり、当該利用者の健

康及び行動を説明するとともに、支援の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努め

なければならない。 

 （関係機関との連携） 
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第２０条 放課後児童健全育成事業者は、市、児童福祉施設、利用者の通学する小学校等関係機関と

密接に連携して利用者の支援に当たらなければならない。 

 （事故発生時の対応） 

第２１条 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により事故が発生した場合は、

速やかに市、当該利用者の保護者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２

４年法律第６７号）の施行の日から施行する。 

 （専用区画の面積の経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）において、現に存する放課後児童健全育成事

業所（当該事業所のうち、同日において第９条第２項に定める面積に満たないものに限る。）にお

ける同項の規定の適用については、当分の間、同項中「１．６５平方メートル」とあるのは、「こ

の条例の施行の日の前日において放課後児童健全育成事業所ごとに定められている児童の定員数

により算出した児童１人当たりの専用区画の面積」とする。 

 （職員の経過措置） 

第３条 施行日から平成３２年３月３１日までの間における第１０条第３項の規定の適用について

は、同項中「修了したもの」とあるのは、「修了したもの（平成３２年３月３１日までに修了する

ことを予定している者を含む。）」とする。 

 （１の支援の単位を構成する児童の数の経過措置） 

第４条 施行日において、現に存する放課後児童健全育成事業所（当該事業所のうち、同日において

第１０条第４項に定める児童の数を超えるものに限る。）における同項の規定の適用については、

当分の間、同項中「４０人」とあるのは、「この条例の施行の日の前日において放課後児童健全育

成事業所ごとに定められている１の支援の単位を構成する児童の数」とする。 

 

 

 

規則第２２号の２ 

 一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成２６年６月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

一般職の職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

一般職の職員の給与に関する条例施行規則（昭和３２年規則第１１号）の一部を次のように改

正する。 

別表教育職給料表（１）の項職員の欄及び同表教育職給料表（２）の項職員の欄中「以下の職

員」の次に「及び職務の級２級の再任用職員」を加える。 

  附 則 

この規則は、平成２６年６月１日から施行する。 

 

規則第２５号 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法

律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則を次のように定める。 

 
規 則 
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  平成２６年９月１日 

                            大和高田市長  吉 田 誠 克   

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規則 

 （大和高田市保育所条例施行規則の一部改正） 

第１条 大和高田市保育所条例施行規則（平成１７年規則第１号）の一部を次のように改正する。 

  別表第２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律」に改める。 

 （児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則の一部改

正） 

第２条 児童福祉法に基づく助産施設及び母子生活支援施設の入所措置費用の徴収に関する規則（昭

和６３年規則第７号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律」に改める。 

 （大和高田市養育医療の給付に関する規則の一部改正） 

第３条 大和高田市養育医療の給付に関する規則（平成２５年規則第１１号）の一部を次のように改

正する。 

  別表及び様式第３号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す

る法律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律」に改める。 

 （老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第４条 老人福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和５５年規則第１０号）の一部を次の

ように改正する。 

  別表第２中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を

「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律」に改める。 

 （大和高田市生活管理指導員派遣事業実施規則の一部改正） 

第５条 大和高田市生活管理指導員派遣事業実施規則（平成１２年規則第１７号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１０条第２項中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律」を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律」に改める。 

 （身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第６条 身体障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第３号）の一部を

次のように改正する。 

  別表中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律」に改める。 

 （知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則の一部改正） 

第７条 知的障害者福祉法に基づく措置費用の徴収に関する規則（昭和６３年規則第６号）の一部を

次のように改正する。 

  別表中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を「中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支
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援に関する法律」に改める。 

 （大和高田市健康診査等負担金徴収規則の一部改正） 

第８条 大和高田市健康診査等負担金徴収規則（平成１７年規則第１８号）の一部を次のように改正

する。 

  第４条第３号中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」

を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立

の支援に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

告示第３４号 

 大和高田市多子軽減措置に伴う償還払いによる障害児通所給付費支給要綱を次のように定める。 

  平成２６年３月３１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市多子軽減措置に伴う償還払いによる障害児通所給付費支給要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、障害児通所支援を利用している児童の保護者と同一世帯に属する２人以上の乳

幼児が幼稚園等に通い、又は障害児通所支援を利用する場合に、多子軽減措置により軽減される利

用者負担額について障害児通所給付費（以下「給付費」という。）として償還払いの方法により支

給することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 乳幼児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第４条第１項第

１号に規定する乳児又は同項第２号に規定する幼児をいう。 

 （２） 幼稚園等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園、特別支援学

校の幼稚部、法第３９条第１項に規定する保育所、法第４３条の２に規定する情緒障害児短期治

療施設又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８

年法律第７７号）第７条第１項に規定する認定こども園をいう。 

（３） 保護者 法第６条の２第８項に規定する通所給付決定保護者をいう。 

（４） 多子軽減措置 法第２１条の５の３第２項及び児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４

号）第２４条の規定による障害児通所支援利用者の負担額の軽減措置をいう。 

（対象となる支援） 

第３条 この告示において、多子軽減措置の対象となる支援は、法第６条の２第１項に規定する障害

児通所支援のうち児童発達支援、医療型児童発達支援及び保育所等訪問支援とする。 

（給付費の額） 

第４条 多子軽減措置の対象となる保護者に支給する給付費の額は、別表第１の規定により算出した

額（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）の合計額（別表第２の区分ごとに掲げ

る額を超える場合は、別表第２の区分に応じた額）と当該保護者が事業者へ支払った額との差額と

する。 

（支給申請） 

第５条 給付費の支給を受けようとする保護者は、多子軽減措置に伴う障害児通所給付費支給申請書

告 示 
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（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （１） 通園証明書（様式第２号） 

 （２） 領収書その他利用者負担額の支払を証する書類 

（支給決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、支給の可否を決定し、

多子軽減措置に伴う障害児通所給付費支給（不支給）決定通知書（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により給付費の支給を決定したときは、給付費を口座振替の方法により速や

かに支払うものとする。 

（給付費の返還） 

第７条 市長は、前条に規定する給付費の支給を受けた保護者が偽りその他不正の手段により給付費

の支給を受けたときは、支給した給付費の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（補則） 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。 

附 則 

この告示は、平成２６年４月１日から施行し、同日以後に提供された障害児通所支援から適用する。 

別表第１（第４条関係） 

対象 多子軽減措置の内容 

（１）幼稚園等に通い、又は障害児通所支

援を利用する乳幼児（該当者が２人以上

ある場合は、年長者） 

同一の月に受けた指定通所支援（法第２１条の

５の３第１項に規定する指定通所支援をいう。

以下同じ。）に係る同条第２項第１号に掲げる

額の１００分の１０に相当する額 

（２）幼稚園等に通い、又は障害児通所支

援を利用する乳幼児のうち（１）に掲げ

る乳幼児以外のもの（該当者が２人以上

ある場合は、年長者） 

同一の月に受けた指定通所支援に係る法第２

１条の５の３第２項第１号に掲げる額の１０

０分の５に相当する額 

（３）上記以外の者 ０円 

 

別表第２（第４条関係） 

世帯区分 利用者負担上限月額 

生活保護世帯 

市町村民税非課税世帯 
０円 

市町村民税課税世帯 

（所得割２８万円未満） 
４，６００円 

市町村民税課税世帯 

（所得割２８万円以上） 
３７，２００円 

 

様式第１号（第５条関係） 

多子軽減措置に伴う障害児通所給付費支給申請書 

 

大和高田市長 殿 

次のとおり関係書類を添えて多子軽減措置に伴う障害児通所給付費の支給を申請します。 

                            申請年月日   年  月  日 

フリガナ  

 
申請者氏名 

（通所給付決定保護
者氏名） 
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生年月日 年    月    日 

住  所 

〒 

               電話番号 

サービス利用月の世帯における
対象費用の支払合計額 

 
申請に係る 

サービス利用月 
年  月分 

通
所
給
付
決
定
に 

係
る
児
童
の
氏
名 

フリガナ 
生年月日 受給者証番号 

氏  名 

 

           
 

 

           
 

 
           

 

（注）支払額を証する領収書を添付してください。 
多子軽減措置に伴う障害児通所給付費を下記の口座に振り込んでください。 

口座振替 
依頼書 

銀行 
信用金庫 
信用組合 

本店 
支店 
出張所 

種目 口座番号 

１普通預金 

２当座預金 

３その他 

       

金融機関コード 店舗コード 

       

ﾌﾘｶﾞﾅ  

口座名義人 
 

 

申請書提出者 □申請者本人  □申請者本人以外（下の欄に記入） 

フリガナ  
申請者との関係   

氏  名 
 

住  所 
〒 
 

電話番号 

 

様式第２号（第５条関係） 

通園証明書 

  年  月  日 

           様 

住 所 

施設名 

施設長氏名            印 

 

下記児童は、当施設に通園（通所）していることを証明します。 

 

記 
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 児童氏名 生年月日 在園（在所）期間 

１   
   年   月   日 

～   年   月   日 

２    

３    

４    

 

様式第３号（第６条関係） 

多子軽減措置に伴う障害児通所給付費支給（不支給）決定通知書 

第    号   

  年  月  日   

           様 

大和高田市長  印   

  年  月  日に申請のありました多子軽減措置に伴う障害児通所給付費の支給について、下

記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

給付決定保護者
氏名 

  

給付決定に係る 
児童氏名 

 
受給者証
番号 

          

給付決定に係る 
児童氏名 

 
受給者証
番号 

          

給付決定に係る 
児童氏名 

 
受給者証
番号 

          

 

受付年月日 年  月  日 決定年月日 年  月  日 

本人支払額 円 
申請に係る 

サービス利用月 
  年  月分 

支   給 □する □しない 支給金額 円 

不支給の理由  

 

受付年月日 年  月  日 決定年月日 年  月  日 

本人支払額 円 
申請に係る 

サービス利用月 
  年  月分 

支   給 □する □しない 支給金額 円 

不支給の理由  
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振込
先 

金融機関  

口座種目  

口座番号        

口座名義人  

不服申立て及び取消訴訟 
１ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０日以内
に奈良県知事に対し審査請求をすることができます。なお、審査請求をした場合には、奈良県知事
に申し立てれば、口頭により意見を述べることができます。 

２ また、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け取った日の翌日から起算し
て６月以内に大和高田市を被告として（訴訟において大和高田市を代表する者は大和高田市長とな
ります。）、提起することができます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決
を経た後（次の（１）から（３）までのいずれかに該当するときを除く。）でなければ提起するこ
とができないこととされています。 

（１） 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。 
（２） 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると
き。 

（３） その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 

告示第９３号の２ 

 大和高田市社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置に係る補助事業実施要綱の一部を改正する

告示を次のように定める。 

  平成２６年９月１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置に係る補助事業実施要綱の一部を改正

する告示 

大和高田市社会福祉法人等による利用者負担の軽減措置に係る補助事業実施要綱（平成１２年告示

第１１０号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」

を「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

告示第９５号 

 平成２６年度市県民税第１期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２６年９月５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１. この通知の発送年月日 平成２６年７月２２日 

２. 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 
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告示第９６号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができるとともに、当該異議申立ての決定に不服があると

きは、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請

求をすることができる。 

  平成２６年９月９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１．職権消除日     平成２６年９月９日 

２．職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み 

 

告示第９７号 

大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

 平成２６年９月１２日 

                            大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱の一部を改正する告示 

大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱（平成２３年告示第１００号）の一部を次のように改正す

る。 

 題名を次のように改める。 

   大和高田市産業優良者表彰実施要綱 

 第１条中「農業従事者」を「農業者」に改める。 

 第３条第１号中「優良工業従事者」を「工業優良者」に改め、同条第２号中「優良商業従事者」を

「商業優良者」に改め、同条第３号中「優良農業従事者」を「農業優良者」に改め、同条第５号中「優

良従事者」を「優良者」に改める。 

 第１０条中「優良従事者」を「優良者」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

 （大和高田市優良工業従事者表彰取扱要領の一部改正） 

２ 大和高田市優良工業従事者表彰取扱要領（平成２３年告示第１０１号）の一部を次のように改正

する。 

  題名を次のように改める。 

    大和高田市工業優良者表彰取扱要領 

  第１条中「優良工業従事者」を「工業優良者」に、「大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱」を

「大和高田市産業優良者表彰実施要綱」に改める。 

  第４条及び別記様式中「優良工業従事者」を「工業優良者」に改める。 

 （大和高田市優良商業従事者表彰取扱要領の一部改正） 

３ 大和高田市優良商業従事者表彰取扱要領（平成２３年告示第１０２号）の一部を次のように改正

する。 

  題名を次のように改める。 

    大和高田市商業優良者表彰取扱要領 

  第１条中「優良商業従事者」を「商業優良者」に、「大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱」を

「大和高田市産業優良者表彰実施要綱」に改める。 
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  第４条及び別記様式中「優良商業従事者」を「商業優良者」に改める。 

 （大和高田市優良従業員表彰取扱要領の一部改正） 

４ 大和高田市優良従業員表彰取扱要領（平成２３年告示第１０４号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱」を「大和高田市産業優良者表彰実施要綱」

に改める。 

 

告示第９８号 

 大和高田市優良農業従事者表彰取扱要領の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２６年９月１２日 

                           大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市優良農業従事者表彰取扱要領の一部を改正する告示 

大和高田市優良農業従事者表彰取扱要領（平成２３年告示第１０３号）の一部を次のように改正す

る。 

 題名を次のように改める。 

   大和高田市農業優良者表彰取扱要領 

 第１条中「優良農業従事者」を「農業優良者」に、「大和高田市産業優良従事者表彰実施要綱」を「大

和高田市産業優良者表彰実施要綱」に改める。 

 第２条中「農業従事者」を「農業者」に改める。 

 第４条中「奈良県農業協同組合新庄営農経済センターの代表者」を「市民部産業振興課」に、「優良

農業従事者」を「農業優良者」に改める。 

 別記様式中「優良農業従事者」を「農業優良者」に改める。 

   附 則 

この告示は、告示の日から施行する。 

 

告示第９８号の２ 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成２６年９月１５日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成２７年１月１日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成２６年６月２日、同月１０日、同月１２日、同月１８日、同月２２日、同月２４日、同月２ 

６日 

 

告示第９９号 

平成２６年９月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２１９条第２項の規定により公表します。 

  平成２６年９月１８日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第２号） 

２ 平成２６年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算(第２号) 

３ 平成２６年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

４ 平成２６年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号） 

５ 平成２６年度大和高田市水道事業会計補正予算(第 1 号) 

 

平成２６年度大和高田市一般会計補正予算（第２号） 

 

平成２６年度大和高田市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８８，５２０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ２３，６６７，３９２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債は、「第３表 地方債補正」による。 
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（単位：千円）   

事 項 期 間 限 度 額 

都市再生整備事業に伴う監理委託料 平成 27 年度末まで 19,000   
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平成２６年度大和高田市下水道事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成２６年度大和高田市の下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，０４９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ２，３８２，２１２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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平成２６年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

平成２６年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４６，０８７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

歳入歳出それぞれ５，０９４，０８７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

平成２６年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

平成２６年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 
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第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，９４４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ６６７，４４４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

告示第１００号 

平成２６年度国民健康保険税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は保険医療課国保グループで保管し、送達を受けるべき者から交付の申

出があればいつでも交付します。 

  平成２６年９月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．この納入通知書の発送年月日  平成２６年７月１０日 

２．この公示送達により変更する納期限 変更前  平成２６年７月３１日 平成２６年９月１日 

変更後  平成２６年９月３０日 平成２６年９月３０日 

３．送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに、書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０１号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した
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ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができるとともに、当該異議申立ての決定に不服があると

きは、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請

求をすることができる。 

  平成２６年９月１９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１．職権消除日     平成２６年９月１９日 

２．職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み 

 

告示第１０２号 

 平成２６年度軽自動車税全期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２６年９月１９日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２６年６月２４日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと 

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０３号 

 平成２６年度固定資産税・都市計画税第２期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受

けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成２６年９月１９日 

                   大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ この通知の発送年月日 平成２６年８月２２日 

２ 送達を受けるべき者  市役所前の掲示場に掲示済み 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０４号 

 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第８条の規定に基づき、次の者を職権により消除した

ので、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令２９２号）第１２条第４項の規定により告示する。 

なお、この処分に不服のある者は、処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、

大和高田市長に対し異議申立てをすることができるとともに、当該異議申立ての決定に不服があると

きは、その決定のあったことを知った日の翌日から起算して３０日以内に、奈良県知事に対し審査請

求をすることができる。 

平成２６年９月２２日 
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大和高田市長 吉 田 誠 克   

記 

１．職権消除日     平成２６年 ９月２２日 

２．職権消除される者  市役所前の掲示場に掲示済み 

 

告示第１０８号 

大和高田市高齢者肺炎球菌予防接種実施要綱を次のように定める。 

平成２６年９月３０日 

                          大和高田市長 吉 田 誠 克   

大和高田市高齢者肺炎球菌予防接種実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第５条第１項の規定に基づき大和高田

市が実施する高齢者に対する肺炎球菌予防接種（以下「予防接種」という。）について、必要な事

項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 予防接種の対象者は予防接種を受ける日において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号）の規定により本市の住民基本台帳に記録されている者であって、次の各号のいずれかに該当す

るものとする。 

 （１） ６５歳の者 

 （２） ６０歳以上６５歳未満の者であって、心臓、腎臓若しくは呼吸器の機能又はヒト免疫不全

ウイルスによる免疫の機能の障害を有するものとして厚生労働省令で定めるもの 

（実施方法） 

第３条 予防接種は、奈良県内相互乗り入れ高齢者肺炎球菌予防接種医療機関において個別に実施す

るものとする。 

（自己負担金の額） 

第４条 予防接種を受けようとする者は、予防接種の費用のうち、自己負担金として２，０００円を

負担しなければならない。 

（自己負担金の免除） 

第５条 前条の規定にかかわらず、予防接種を受けようとする者が生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）の規定による被保護世帯に属する者又は地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定に

よる市町村民税が非課税である世帯に属する者である場合は、自己負担金を免除する。 

（免除申請） 

第６条 前条の規定による自己負担金の免除を受けようとする者は、別に定める予防接種一部負担金

免除証交付申請書に必要事項を記入し、市長に申請しなければならない。 

（免除決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、免除することが適当

と認めたときは、別に定める高齢者肺炎球菌予防接種一部負担金免除証（以下「免除証」という。）

を交付するものとする。 

（免除証の交付による免除） 

第８条 前条の規定により免除の決定を受けた者は、本市と予防接種の助成費用に係る代理受領につ

いての委託契約を締結した医療機関において、免除証を提示し、予防接種を受けるものとする。 

 （補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の日から平成２７年３月３１日までの間における第２条第１号の規定の適用につ

いては、同号中「６５歳の者」とあるのは「平成２６年３月３１日において１００歳以上の者及び

同年４月１日から平成２７年３月３１日までの間に６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９

０歳、９５歳又は１００歳となる者」とする。 

３ 平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日までの間における第２条第１号の規定の適用につ

いては、同号中「６５歳の者」とあるのは「６５歳、７０歳、７５歳、８０歳、８５歳、９０歳、

９５歳又は１００歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者」とする。 

 

告示第１０９号 

大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱及び大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に

関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２６年９月３０日 

                          大和高田市長 吉 田 誠 克   

   大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱及び大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等

に関する要綱の一部を改正する告示 

 （大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱の一部改正） 

第１条 大和高田市臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年告示第３０号）の一部を次のように

改正する。 

別表第１中「５，６００円」を「５，７００円」に、「７１０円」を「７３０円」に改める。 

 （大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に関する要綱の一部改正） 

第２条 大和高田市立病院に勤務する臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年告示第３１号）の

一部を次のように改正する。 

別表第１中「５，６００円」を「５，７００円」に、「７１０円」を「７３０円」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

告示第１１０号 

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条の規定により自転車

等放置禁止区域内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第

１項の規定により告示します。 

  平成２６年１０月１日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１．移動理由 

自転車等放置禁止区域内に放置されていたため 

２．移動年月日 

平成２６年９月３日、同月９日、同月１１日、同月１６日、同月１８日、同月２４日、同月２８  

 日 

３．移動対象区域 

近鉄松塚駅・近鉄築山駅・近鉄大和高田駅・近鉄高田市駅・ＪＲ高田駅・近鉄浮孔駅周辺自転車

等放置禁止区域 

４．保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下自転車保管所 
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５．引取期間 

平成２７年４月１日 

６．引取時間 

  午前９時～正午・午後１時～午後５時。ただし、土曜日・日曜日は午前９時～正午 

７．引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証・運転免許証・保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。 

  ア．移動費 ２，０００円 

  イ．保管費 １，０００円（ただし、移動日から１４日以内は無料） 

８．連絡先 

  大和高田市役所 生活安全課  電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

 

 

公告第８９号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月３日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 件  名 平成２６年度自動車騒音常時監視面的評価業務委託 

２ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２０日（金）まで 

３ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

４ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（３）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（４）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の役務提供（調査業務）

又は大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の（測量・コンサルタン

ト等）に登録している者であること。 

（５）平成２１年４月１日以降で、元請けで官公庁発注の自動車騒音に係る調査業

務等の履行実績を有する者であること。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

５ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び下記必要書類を提出し、競争入

札参加資格についての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等

を提出しない者又は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競

争入札に参加することができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

公 告 
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（２）必要書類として、４（５）の要件を満たすことを証するもの（該当調査業務

等係る契約書等）の写しと４（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の

申請書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式

によるものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームペー

ジに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月３日（水）から平成２６年９月１１日（木）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

６ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１２日（金） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送する。 

７ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月３日（水）から平成２６年９月１７日（水）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

        ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１８日（木）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

８ 入札書の

提出方法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書へ

の記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１０ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１１ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前１１時３０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１２ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１３ 落札者

の決定等 

落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札を行った者

とします。 

１４ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１５ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第９０号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 配水管布設替工事及び配水管布設工事（根成柿） 

２ 工事場所 大和高田市根成柿地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年１１月２８日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の管工事（水道）に登録さ

れている者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 
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（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市水道事業庁舎３階会議室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前９時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 
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（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥８，６５０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９１号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 市営住宅（礒野）４号棟給水設備改修工事 

２ 工事場所 大和高田市礒野北町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年１月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の管工事（水道）に登録さ

れている者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな
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いこと。 

（７）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（８）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 
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大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前９時１０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥７，６９０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９２号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 大和高田市文化会館便所改修工事 

２ 工事場所 大和高田市本郷町地内（大和高田市文化会館） 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年１０月３１日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている
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資格要件 ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の建築工事に登録されてい

る者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣ又はＤ等級の者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、Ｅ等級との混合入札において、既に元請けで

受注している市発注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）

でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間にＥ等級との混合入札案件において落

札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 
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大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前９時３０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥４，６２０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札 

 を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 
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公告第９３号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 敷枝築山地内管渠工事（８）・給配水管移設工事（Ｇ０８） 

２ 工事場所 大和高田市築山地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年１月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されてい

る者であること。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 
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７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１０時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 
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１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１６，３３０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９４号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 市場地内長寿命化計画に伴うマンホール蓋替工事（１） 

２ 工事場所 大和高田市市場地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年１月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されてい

る者であること。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、
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契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１０時１０分 



平成２６年１０月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３０９号 

 72 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥９，８３０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９５号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 市場地内長寿命化計画に伴うマンホール蓋替工事（２） 

２ 工事場所 大和高田市市場地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年１月３０日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されてい

る者であること。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＣであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな
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いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）ま

で。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 
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大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１０時２０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥７，６４０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９６号 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 高６枝蔵之宮町･田井新町地内管渠工事（７）・給配水管移設工事（Ｇ０７－２） 

２ 工事場所 大和高田市蔵之宮町・田井新町地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年２月２７日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 
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（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＢであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）施工期間中は、土木工事に関する主任技術者又は監理技術者を専任で配置で

きること（専任技術者は、３ヶ月以上の雇用関係にある者とします。）。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

        大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで（ただし、最終日は正午まで） 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 
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ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１１時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審 

  査 

落札候補者を優先順位により５の（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥３２，６４０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９７号 
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次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 葛５枝出・南陽町地内管渠工事（３）・給配水管移設工事（Ｇ０３） 

２ 工事場所 大和高田市出・南陽町・曽大根２丁目地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年２月２７日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＢであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）施工期間中は、土木工事に関する主任技術者又は監理技術者を専任で配置で

きること（専任技術者は、３ヶ月以上の雇用関係にある者とします。）。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 
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  す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

        大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで（ただし、最終日は正午まで） 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１１時１０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審 

  査 

落札候補者を優先順位により５の（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 
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１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥３１，４９０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９８号 

次のとおり条件付き一般競争入札（簡易事後審査型）を行いますので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条

の規定に基づき公告します。 

平成２６年９月５日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 敷枝大谷地内管渠工事（９）・給配水管移設工事（Ｇ０９） 

２ 工事場所 大和高田市大谷地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年２月２７日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の土木工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）平成２６年度大和高田市格付け等級がＢであること。 

（３）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（４）施工期間中は、土木工事に関する主任技術者又は監理技術者を専任で配置で

きること（専任技術者は、３ヶ月以上の雇用関係にある者とします。）。 

（５）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格の

申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

けません。 
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（４）受付期間  平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月９日（火）まで。

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧等の期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

         大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月５日（金）から平成２６年９月１２日（金）まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで（ただし、最終日は正午まで） 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１２日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月１９日（金）。この日の翌日以降に到着した入札書

は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２２日（月）午前１１時２０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を
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行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札候

補者の決

定 

落札候補者は、最低制限価格と予定価格の範囲内において入札を行った者とし、

低価を示した者を優先します。 

１６ 事後審 

  査 

落札候補者を優先順位により５の（４）に係る確認審査を実施します。 

（１）審査日時 契約監理室から対象者に対して電話連絡いたします。 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

１７ 落札者

の決定 
事後審査の結果、適格者であると判断した者を落札者とします。 

１８ 契約保

証金 
大和高田市契約規則第３０条の規定に基づき徴収するものとします。 

１９ 最低制

限基準比

較価格 

￥２８，３６０，０００円（消費税等抜き） 

２０ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

２１ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２２ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第９９号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供します。 

  平成２６年９月９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

公告第１００号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（２） 

２ 業務場所 大和高田市南今里町地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが
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なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金） 

 まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この
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法 日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥９７０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０１号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（３） 

２ 業務場所 大和高田市中三倉堂１丁目地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務
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に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 
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（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時０５分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，３３０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０２号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（４） 

２ 業務場所 大和高田市築山外地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 
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４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま  
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質疑応答  で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時１０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥９５０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０３号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   
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１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（５） 

２ 業務場所 大和高田市野口地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 
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大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時１５分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，１４０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０４号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）
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第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（６） 

２ 業務場所 大和高田市蔵之宮町・南陽町地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

 す。 
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８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時２０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，１４０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 
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（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０５号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（７） 

２ 業務場所 大和高田市礒野北町地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書
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を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

 す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま  

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時２５分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，０６０，０００（消費税等抜き） 
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１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０６号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（８） 

２ 業務場所 大和高田市市場地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 
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７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

 す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時３０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 
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１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，４６０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０７号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（９） 

２ 業務場所 大和高田市市場地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）
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まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

 す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時３５分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 
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（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，１９０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０８号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（１０） 

２ 業務場所 大和高田市旭南町地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに
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掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時４０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 
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１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，０７０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第１０９号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月１１日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 業 務 名 公共下水道事業に伴う測量（１１） 

２ 業務場所 大和高田市東中１丁目外地内 

３ 履行期間 契約締結日から平成２７年３月２７日まで 

４ 業務内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市建設工事等競争入札参加資格者登録名簿の測量業務

に登録している者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（５）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第

８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第２号に規定

する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴力団若しくは暴力団員と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、
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契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け付

ません。 

（４）受付期間  平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１６日（火）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）提出場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年９月１７日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付する。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

  す。 

８ 入札説明

書（仕様書） 

 の閲覧等 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１９日（金）

まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、次のとおり行

います。（質問書の様式は、任意とします。） 

（１）受付期間 平成２６年９月１１日（木）から平成２６年９月１８日（木）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年９月１９日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年９月２５日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年９月２６日（金）午前９時４５分 
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（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落札者の決定前

に４に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定等 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 
免除します。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥１，２６０，０００（消費税等抜き） 

１８ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 
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吉田 誠克 

1 

2 

4 

5 

6 

7 日時 平成２６年１１月１７日 午前１０時００分 場所 

8 日時 平成２６年１１月１７日 午前１１時３０分 場所 

10 
そ 
の 
他 

公 告 第 110  号 

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告 

平成２６年 ９月２４日 

 

入   札 

別紙公売公告付表のとおり 

 国税徴収法第 94条の規定により差押財産を公売することとしたから、同法第 95条の規定により公告す 
る。 

 また、同法第 98条の規定により公売財産の見積価額を決定したから、同法第 99条の規定により公告 
する。 

公 売 財 産 の 内 容 

公 売 の 方 法 

大和高田市長 

      ※この公告事項の詳細についてお聞きになりたい方は、下記担当部署までお問い合わせください。 

平成２６年１１月１０日 午前１０時 4０分 から 午前１１時００分まで 

平成２６年１１月１０日 午前１１時００分 

配当を受ける者の権利の申出について 

別紙「公売における注意事項」のとおり 

１．午前１０時３０分までに公売会場に入場し、担当職員の説明を聞いてから入札してください。 
２．公売に参加するためには、上記公売保証金納付期限までに、公売財産の売却区分ごとに公売保証金を納付いただく必要 
があります。 
３．次順位買受制度の適用があります。 
４．公売による権利移転に伴う費用（移転登記の登録免許税等）は買受人の負担となります。 
５．大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 
６．その他については別紙「公売における注意事項」をご覧ください。 
７．公売物件の地図・写真等については大和高田市 収納対策室で閲覧いただけます。 
若しくは、大和高田市ホームページ（http://www.city.yamatotakada.nara.jp/）でご覧いただけます。 
 

平成２６年１１月１０日 午前１０時００分 から 午前１０時３０分まで 

入 札 

公 売 保 証 金 納 付 期 限 

大和高田市収納対策室  TEL０７４５-２２-１１０１（内線２３３） 

公 売 日 時 平成２６年１１月１０日 午前１０時００分から 

3 

買 受 代 金 納 付 期 限 

買 受 人 に つ い て の 資 格 そ 
の 他 の 要 件 

開 札 

大和高田市 収納対策室 売 却 決 定 

9 

 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他この財産の売却代金から配当を受けることができる権利を有する者は、売却決 
定をする日の前日までに、債権現在額申立書によりその内容を申し出てください。 
 なお、債権現在額申立書の用紙は下記担当部署に用意しています。 

別紙公売公告付表のとおり 

公 売 場 所 

公 売 保 証 金 及 び 見 積 価 額 

大和高田市 収納対策室 

大和高田市大中９８－４ 
 奈良県高田総合庁舎 ３階 大会議室 



平成２６年１０月１０日（金）       大 和 高 田 市 公 報              第３０９号 

 104 

  

公売公告付表 

見積価額 3,450,000 円 

公売保証金 345,000 円 

課税区分 

公売財産の表示 

公売財産の概要 

利用状況・ 
法的規制等 

その他 

公売条件等 

・公売に参加される方は、事前に公売財産の現況、関係公簿等を 
 ご確認ください。 
・大和高田市は公売財産の引渡し義務を負いません。物件内の 
 動産類の撤去は、全て買受人自身で行ってください。 

・隣地との境界確定は、買受人と隣地所有者の間で行ってください。 
 

・公売財産－－－近鉄吉野線「六田」駅から１．４Kmのところ 

 

・区画条件－－－地積：２４１．０２㎡（登記簿）、形状：正方形、間口： 

            約１２．４ｍ、地勢：平坦（宅地造成後の分譲地） 

 

・その他物件情報：対象物件の土地は南側に幅員６ｍの町道（第６９ 

号線）に接した更地 

・周辺利用：四方には住宅密集地 
・都市計画区域：市街化区域  
・建ぺい率：５０％、容積率（指定）：８０％ 

・高度地区：10ｍ 壁面後退 1ｍ 

売却区分 

番   号 

大和高田市 

H26-1-2 

非課税財産 

（土地） 
所在  奈良県吉野郡大淀町大字北野 

地番  ７４番５ 
地目  宅地 
地積  ２４１．０２㎡ 

 

以上登記簿による表示 
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入札の方法 
 所定の入札書により入札してください。代理人が入札する場合には、代理権限を証する委任状を提出してくださ 
い。 

開札の方法  入札書は、入札者の立会で開札します。 

公売保証金の納付 
 公売保証金は､入札を行う前に担当職員に納付してください。納付したあとでなければ入札を行うことができませ 
ん。 

最高価申込者の決定  見積価額以上の入札者のうち、最高の価額による入札者を最高価申込者として決定します。 

次順位買受申込者の決 
定 

 国税徴収法第１０４条の２に規定する次順位買受申込者に該当する入札者から、 開札の場所において、 最高価申 
込者の決定後直ちに次順位による買受の申込があるときは、次順位買受申込者とします。 

追加入札とくじ 
  最高の同価額入札者が２人以上あるときは、更に入札を行って最高価申込者を決定し、なお、その追加入札の 
価額が同じときは、くじで最高価申込者を決定します。 

追加入札と棄権 
 追加入札の価額は、当初の入札価額以上であることが必要です。当初の入札価額に満たない価額で追加入札 
をした場合、または追加入札をすべきものが入札しなかった場合には、国税徴収法第１０８条の規定が適用され 
ることがあります。 

再度入札  入札の日時に入札者がないとき、又は入札価額が見積価額に達しないときは、再度入札を行う場合があります。 

入札書についての制限  一旦提出した入札書は、引換え、変更又は取消しをすることができません。 

買受人の制限 
  公売保証金の納付がない場合、その他公売公告の事項に違反した場合、又は国税徴収法第９２条、第１０８条 

第１項等法令の規定により買受人となることができない者は、公売財産を買い受けることができません。 

権利移転の時期  買受人は、買受代金を完納した時に公売財産を取得します。 

危険負担移転の時期 
 公売財産の権利移転に伴う危険負担移転の時期は、買受代金の完納の時です。買受代金完納後は、買受人の 
所有となりますので、財産の毀損、焼失等による損害の負担は買受人が負います。 

権利移転に伴う費用の 
負担 

 権利移転登記についての登録免許税その他の費用は買受人の負担になります。買受人は買受代金納付の時 
に、この費用を提出してください。 

売却決定の取消し 

 買受代金納付前に公売財産に係る滞納税が完納された場合、買受人が買受代金をその納付の期限までに納 
付しなかった場合、国税徴収法第１０８条第２項の規定により最高価申込者の決定が取り消された場合等は、売 
却決定を取り消します。 

公売保証金の没収 

買受人が買受代金をその納付の期限までに納付しなかったことにより売却決定が取り消された場合には、その者 
が納付した公売保証金はその公売に係る滞納税に充て、残余金がある時はこれを滞納者に交付します。 
ただし、国税徴収法第１０８条第２項の規定による処分を受けた者が納付した公売保証金は大和高田市に帰属し 
ます。 

権利移転の手続 
 権利移転のための登記等は大和高田市で行います。指定した日までに所有権移転登記請求書を必ず提出して 
ください。 

権利移転のための 
必要書類等 

 買受代金を完納したときに、次の書類を提出してください。（開札後、最高価申込者に決定された方にはご説明 
します。） 
  １ 売却決定通知書 
  ２ 個人の場合は住民票抄本、法人の場合は商業登記簿抄本 
  ３ 登録免許税相当の収入印紙又は領収証書 
  ４ 固定資産評価証明書又は同通知書 
  ５ 郵送料（５００円程度） 

公売保証金の返還に 
ついて 

 最高価申込者及び次順位買受申込者以外の入札者が納付した公売保証金は公売終了後に返還します。ただし、 
営業者については、その領収証書に収入印紙（２００円）の貼付､消印が必要です。（公売保証金が 5万円未満なら 
不要） 

消費税及び地方消費税 
について 

 公売公告付表中、「課税区分」欄において、「課税財産」とは消費税法別表第一（第６条関係）に掲げる財産以外 
の財産のことをいい、 「非課税財産」とは消費税法別表第一（第６条関係）に掲げる財産のことをいいます。また、 
課税財産と非課税財産が混在している場合は「混在財産」と表示しています。 
 なお、公売財産が課税財産、非課税財産若しくは混在財産である場合も、入札価額をもって売却決定します。 

（ご注意）   

公 売 に お け る 注 意 事 項 

・入札箱に入札書をいれる前に、もう一度金額に誤りがないか、訂正をしていないかを確かめてください。誤りなどがあった場合は、新しい入 
札書に書き直して入札箱にいれてください。 
・同一人が２以上の入札書をいれることはできません。 
・公売当日は印鑑をご持参ください。 
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公告第１１１号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 配水管布設工事（曽大根１丁目） 

２ 工事場所 大和高田市曽大根１丁目地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２６年１１月２８日（金）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の管工事（水道）に登録さ

れている者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）耐震継手配管技能者を配置することができる者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、既に元請けで受注している市発注工事が履行

中（落札した時点から竣工検査を受けた日まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間に市発注工事における他の入札案件に

おいて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式（管工事（水道）用）によるものとします。様式に

ついては、大和高田市ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロー

ド可能）するとともに、契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月２６日（金）から平成２６年９月３０日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 
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確認通知 （１）郵送日  平成２６年１０月１日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の閲覧 

入札説明書（仕様書）の閲覧は、次のとおり行います。また、希望者には入札説

明書（仕様書）を貸し出します。 

（１）閲覧の期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月３日（金）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）閲覧の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大東町５番２２号 

大和高田市水道事業庁舎３階会議室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月３日（金）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年１０月３日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年１０月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年１０月１０日（金）午前９時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９
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証金 条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥８，３５０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が３者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第１１２号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 大和高田市消防団第３分団車庫兼詰所新築工事 

２ 工事場所 大和高田市土庫地内 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年３月１０日（火）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）平成２６年度大和高田市競争入札参加資格者名簿の建築工事に登録されてい

る者であること。 

（２）大和高田市内に本店を有する者であること。 

（３）平成２６年度大和高田市格付け等級がＡ、Ｂ又はＣ等級の者であること。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 

（６）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（７）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

（８）本公告の公告日の前日までに、Ａ・Ｂ・Ｃ等級の混合入札において、既に元

請けで受注している市発注工事が履行中（落札した時点から竣工検査を受けた日

まで）でない者であること。 

（９）本公告の公告日から入札時点までの間にＡ・Ｂ・Ｃ等級の混合入札案件にお

いて落札者となった者でないこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 
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（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（７）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請

書と同時に提出してください。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によ

るものとし、様式については、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに

掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月２６日（金）から平成２６年９月３０日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年１０月１日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書 

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年９月３０日（火）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）閲覧の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月３日（金）ま 

 で 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。ただし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年１０月３日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年１０月９日（木）。入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 
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１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年１０月１０日（金）午前９時３０分 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥３２，０３０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）入札者が２者に満たない場合は、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第１１３号 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成２６年９月２６日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 工事名 文化会館非常用直流電源装置改修工事 

２ 工事場所 大和高田市本郷町地内（大和高田市文化会館） 

３ 工事期間 契約締結の日から平成２７年３月１９日（木）まで 

４ 工事内容 入札説明書（仕様書）のとおり 

５ 入札参加

資格要件 

この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て満たしている

ものとします。 

（１）大和高田市競争入札参加資格者名簿の電気工事に登録されている者であるこ

と。 

（２）経営規模等審査結果通知書・総合評定値通知書（有効期間内にある直近のも

の）の結果における電気工事の総合評定値が１０００点以上であること。 

（３）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続

開始の申立てがなされている者でないこと。 
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（５）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）に基づく

資格停止措置を受けている期間中の者でないこと。 

（６）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年条例第２２号）第２条第１号若しく

は第２号に該当する者又はこれらと社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。 

６ 競争入札

参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一般競争入札

参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）を提出し、競争入札参加資格につい

ての確認を受けなければなりません。また、期限までに申請書等を提出しない者又

は入札日において競争入札参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加する

ことができません。 

（１）申請書は、本市指定様式によるものとします。様式については、大和高田市

ホームページの「入札・契約情報」欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、

契約監理室にも備え付けています。 

（２）必要書類として、５（２）の要件を満たすことを証するものとして経営規模

等審査結果通知書・総合評定値通知書（有効期間内にある直近のもの）の写しと、

５（６）に係る暴力団排除に関する誓約書を（１）の申請書と同時に提出してく

ださい。暴力団排除に関する誓約書は、本市指定様式によるものとし、様式につ

いては、（１）の申請書と同様に大和高田市ホームページに掲載しています。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによるものは受け

付けません。 

（４）受付期間  平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月６日（月）

まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（６）受付場所  大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

７ 競争入札

参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期日をもって行うものとし、その結

果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日  平成２６年１０月７日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確認通知書

を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を郵送しま 

す。 

８ 入札説明

書（仕様書）

の配布 

入札説明書（仕様書）の配布は、次のとおり行います。 

（１）配布の期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月６日（月） 

 まで。ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（２）配布の時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（３）配布の場所 大和高田市大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）１階環境建設部契約監理室 

９ 入札説明

書（仕様書）

についての

質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、別紙の質疑応答票によりＦＡ

Ｘで、次のとおり行います。 

（１）受付期間 平成２６年９月２６日（金）から平成２６年１０月１０日（金）

まで 

（２）受付時間 午前８時３０分から午後５時まで。だだし、最終日は正午まで 

（３）送信先  大和高田市役所環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（４）回答期限 平成２６年１０月１０日（金）午後５時まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 

１０ 入札書

の提出方

法 

入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限   平成２６年１０月１６日（木）。入札執行日の前日であるため、こ

の日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 
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（２）郵送先  〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６日本郵便株式会社大和高田郵便局留 

大和高田市役所環境建設部契約監理室 

（３）郵送方法 不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書

への記載 

入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を記載してください。 

１２ 入札保

証金 

免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１３ 開札の

日時等 

入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時   平成２６年１０月１７日（金）午前１１時 

（２）場所   大和高田市役所別棟（本庁舎南隣）２階別棟会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において一般の閲覧

に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページで公表します。 

１４ 入札の

無効 

無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札時点におい

て５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののした入札 

１５ 落札者

の決定 

落札者は、最低制限価格と予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって

入札を行った者とします。 

１６ 契約保

証金 

 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契約規則第９

条第２項の規定により入札金額の１００分の５に相当する金額を違約金として徴収

します。また、大和高田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格

停止の措置を講じることとなります。 

１７ 最低制

限基準比

較価格 

￥ １３，６８０，０００円（消費税等抜き） 

１８ 前金払 大和高田市契約規則第４３条の規定に準じて支払うものとします。 

１９ 部分払 大和高田市契約規則第４４条の規定に準じて支払うものとします。 

２０ その他 

 

（１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないときは、開札

を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によるところとします。 

 

公告第１１４号 

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

６第１項の規定により公告する。 

平成２６年９月２９日 

大和高田市長 吉 田 誠 克   

１ 入札に付する事項 

物件

番号 
所在地 地目 

地積 

（㎡） 
用途地域 

最低売却価格 

（円） 

１ 曙町６８５番３ 雑種地 ２４３．７２ 第一種住居地域 ７，０６３，０００ 

２ 曙町６８５番５ 宅地 ２７２．３７ 第一種住居地域 ６，４８８，０００ 
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３ 曙町８００番１３ 宅地 １５８．６６ 第一種住居地域 ４，４６１，０００ 

４ 曙町８０９番１４ 宅地 ２９６．３９ 第一種住居地域 ８，４３６，０００ 

５ 東雲町９６５番６ 宅地 ２８２．２４ 第一種住居地域 １１，３５４，０００ 

２ 入札参加に際しての注意事項 

（１） 現状有姿の売却とする。 

（２） 物件番号２については、既存建物がある。 

（３） 最低売却価格は、既存建物・工作物等の撤去費用相当額を差し引いた価格とする。 

３ 入札に参加する者に必要な資格要件 

 （１） 参加資格 

  法人又は個人とする。 

（２） 欠格 

次のアからカのいずれかに該当する者は入札に参加することができない。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者 

イ 大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）の規定により、入札

参加資格停止の措置を受けている者 

ウ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定する公有財産に関する事

務に従事する職員 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６

号に規定する暴力団員及びその構成員 

オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

５条に規定する観察処分の決定を受けた団体及び当該団体の役職員及び構成員 

カ 大和高田市の市税を滞納している者 

４ 入札参加申込みの方法 

入札参加希望者は、下記の要領で申込みの手続を行うものとする。 

（１） 申込みに必要な提出書類 

ア 市有財産売却入札参加申込書（実印）（以下「申込書」という。） 

イ 誓約書（実印） 

ウ 暴力団排除に関する誓約書（実印） 

エ 市税滞納情報照会同意書 

オ 申込者が個人である場合には、当該申込書に係る印鑑登録証明書及び住民票抄本 

カ 申込者が法人である場合には、当該申込書に係る印鑑証明書及び会社法人用登記事項証

明書（現在事項全部証明書） 

※ オ及びカについては、発行後、３か月以内の原本に限る。 

（２） 入札参加申込の方法並びに受付の期間及び場所 

ア 申込方法  入札参加申込者は、受付場所へ上記提出書類を持参の上、申込みを行う。 

イ 受付期間  平成２６年１０月１５日（水）から平成２６年１０月２８日（火）まで（土 

日を除く。） 

※受付時間は、午前９時から午後５時までとする。（正午から午後１時まで 

を除く。） 

ウ 受付場所  奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市財務部財産管理課（大和高田市庁舎２階） 

（３） 入札の方法等についての説明 

入札参加申込者は、入札参加受付時に入札方法等の説明を受けなければならない。 

（４） 入札参加審査 

上記提出書類受付後、入札参加資格条件に係る審査を行うものとする。審査の結果、参加資格
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を有すると認めた者には、申込書に受付印を押印した申込書の写しを交付する。 

５ 入札保証金の納付 

入札参加者は、入札受付時に入札金額の１００分の５以上の入札保証金を銀行振出小切手で納 

付しなければならない。 

６ 入札及び開札執行の日時及び場所 

（１） 日時 平成２６年１１月１０日（月）午前１０時  

（２） 場所 奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所別棟２階会議室 

７ 入札辞退 

入札参加資格を有すると認められた者は、入札を辞退することは認められないが、やむを得ない

理由により、参加することができなくなったときは、大和高田市所定の辞退届に必ず辞退理由を付

し、次に定めるところにより提出しなければならない。 

（１） 入札当日の受付開始時刻までに辞退届を提出するとき 財産管理課に提出すること。 

（２） 入札受付開始時刻から入札開始時刻までに辞退届を提出するとき 入札執行者に提出する

こと。 

（３） 前２号のいずれかにかかわわらず、辞退届は、必ず持参するものとし、郵送による提出は

認めない。 

８ 入札の無効 

次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札に参加する資格のない者がした入札 

（２） 記名押印を欠く入札 

（３） 入札書に記載された入札金額その他記載事項が確認できない入札 

（４） 同一入札について入札者又はその代理人によりなされた２以上の入札 

（５） 入札に関し談合等の不正行為をした入札 

（６） 入札に際して公正な入札の執行を害する行為をなした者の入札 

（７） 入札金額を加除訂正した入札 

（８） 最低売却価格に達しない価格での入札 

（９） 郵送等により送付された入札 

（１０） 前各号に掲げるもののほか、所定の入札条件に違反した入札 

９ 落札者の決定方法 

入札場所において投函終了後、直ちに入札者立会いの下で開札を行い、有効な入札を行った者の

うち、市の最低売却価格以上かつ最高価格で入札した者を落札者とする。ただし、落札者となる同

価格の入札者が２人以上あるときは、その場において直ちにくじ引きを行い落札者を決定する。 

１０ 契約保証金 

契約締結までに売買代金の１００分の１０以上の契約保証金（入札保証金全額を充当）を納付

しなければならない。 

１１ 契約締結等 

（１） 契約の締結日 

落札者は、平成２６年１１月１９日（水）（当日の正午まで）に契約を締結しなければなら

ない。なお、落札者が契約締結期限までに契約を締結しなかった場合、入札保証金は大和高

田市に帰属する。 

（２） 契約書作成の要否 

要す。 

１２ 売買代金の納入 

落札者は、売買代金の残金（売買代金と契約保証金との差額をいう。）を平成２６年１１月２ 
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８日（金）までに納付しければならない。 

契約保証金は、納期限までに売買代金の残金の納付がなかった場合、大和高田市に帰属する。 

１３ 契約条件 

（１） 所有権の移転等 

ア 売買代金の全額納付があったときに所有権が移転し、同時に土地を引き渡すものとする。 

イ 所有権の移転登記は、大和高田市が嘱託により行う。 

（２） 契約費用及び公租公課等 

ア 売買契約書に貼る収入印紙の費用は、買受人の負担となる。 

イ 所有権の移転登記に必要な登録免許税は、買受人の負担となる。 

ウ 所有権移転後の公租公課は、買受人の負担となる。 

エ その他契約に要する費用は、買受人の負担となる。 

（３） 損害の賠償等 

契約締結後、物件の数量の不足その他隠れたかしのあることを発見しても、売買代金の減

免、損害賠償の請求又は契約の解除を請求することができない。 

（４） その他 

落札者は、物件の所有権移転登記前に権利義務を第三者に譲渡することはできない。 

１４ 問い合わせ先   奈良県大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市財務部財産管理課   電話 ０７４５－２２－１１０１ 

 

公告第１１５号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第６条第５項の規定により、農業経営基盤強

化基本構想を変更したので、同条第６項の規定により公告する。 

  平成２６年９月３０日 

                             大和高田市長 吉 田 誠 克   

 

 

 

教育委員会告示第２１号 

 大和高田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２６年９月１６日 

大和高田市教育委員会 

                                委員長 吉 村 博 一   

大和高田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部を改正する告示 

大和高田市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成１４年教育委員会告示第１８号）の一部を

次のように改正する。 

別表中「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律」を「中国

残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関

する法律」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第２２号 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成２６年９月２６日 

大和高田市教育委員会 

教育委員会 
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                                委員長 吉 村 博 一   

大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第５号）の一部

を次のように改正する。 

 別表中「５，６００円」を「５，７００円」に、「７１０円」を「７３０円」に改める。 

   附 則 

 この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第２３号 

 大和高田市教育委員会１０月臨時委員会を下記のとおり招集する。 

  平成２６年９月２９日 

大和高田市教育委員会 

                                委員長 吉 村 博 一   

記 

日 時  平成２６年９月３０日（火）午後１１時３０分 

場 所  大和高田市役所別棟 ２階 教育長室 

議 案  第１号 委員長及び委員長職務代理者の選出について 

      第２号 その他 

 

 

 

選挙管理委員会告示第３３号 

 平成２６年９月２日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成２６年９月２日 

大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

          ３分の 1の数 １８，９６６人 

          ６分の１の数  ９，４８３人 

         ５０分の１の数  １，１３８人 

 

選挙管理委員会告示第３４号 

 大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  平成２６年９月５日 

                              大和高田市選挙管理委員会 

委員長 西 川 勝 彦   

１．日 時  平成２６年９月１２日（金）午前９時 

２．場 所  大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 ３階 東会議室 

３．議 案  第１号 裁判所候補者予定者及び検察審査員候補者予定者について 

       第２号 大和平野土地改良区総代補欠選挙について 

       第３号 その他 

選挙管理委員会 
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監査委員告示第２号 

 地方自治法第１９９条第７項の規定により、平成２５年度出資団体の監査を実施したので、その結

果を同条第９項の規定により公表します。 

  平成２６年９月１９日 

大和高田市監査委員 吉 井 保 次   

島 田 保 継   

○平成２５年度大和高田市土地開発公社監査結果 

第１．監査の概要 

１．監査の対象   大和高田市土地開発公社 

平成２５年度出納その他の事務 

２．監査の期間   平成２６年７月１日～平成２６年７月３１日 

３．監査の結果   今回の監査は、平成２５年度の決算状況及び財務諸表等の資料、書類につい

て照合、点検及び事情聴取等により実施した。その概要と結果については、次

のとおりである。 

 （注） 文中に用いる金額及び各表中に表示する数値の単位は、原則として小数点以下第２位を四 

捨五入とした。 

第２．事業の概要 

１．事業の目的 

大和高田市土地開発公社（以下「公社」という。）は、公共用地等の取得に対処し、「公有地の 

拡大の推進に関する法律」を根拠として、大和高田市における公共用地の先行取得、管理、処分 

等を行うことにより、効果的かつ計画的な土地利用を推進し、地域の秩序ある都市整備と住民福

祉の増進に寄与することを目的として設立されたものである。 

なお、公共用地の先行取得として買収した近鉄高田駅北側公共用地の適正な維持管理を行うた 

め、営業外事業として臨時有料駐車場を開設している。 

２．設立と沿革 

   前述の事業を目的として、昭和４８年１月３１日に奈良県知事の許可を受け、財団法人大和高

田市開発公社を組織変更して、特別法人大和高田市土地開発公社を設立したものである。 

なお、基本財産５００万円は全額大和高田市よりの出資金であり、その事務所は大和高田市役

所内に設置されている。 

３．組織 

   公社の管理組織は、下記のとおり理事会の下に事務局を置き、公社職員数は平成２６年３月３

１日現在、大和高田市からの派遣職員５名（５名兼務）をもって構成されている。 

（管理組織図） 

                    理 事 長   １ 名   

                    副理事長   １ 名   

    理 事 会           常務理事   １ 名   

                    理 事   ７ 名   

                    監 事   ２ 名   

   理事長  副理事長  常務理事  事務局長  事務局長補佐  庶務係 

４．事業実施状況 

平成２５年度の事業実施状況は、次のとおりである。 

（１）取得 

  平成２５年度の大和高田市からの先行取得依頼はなし。 

監査委員 
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（２）売却 

事    業    名 面 積（㎡） 売 却 価 格（円） 備 考 

保健センター周辺整備事業用地

（西町） 
１，７３８．０１ １９２，９７８，２０２  

中和幹線新設事業用地（大字土庫） １１２．９７ ９，４２５，３０７  

本郷・大中線街路事業用地（南本

町） 

３８４．６９ ２７，３６９，４２４  

補償費 ２９，６９２，３６４  

本郷・大中線街路事業用地（南本

町） 

９６．２７ ６，７１３，１７２  

補償費 ２６，９１５，２４０  

本郷・大中線街路事業用地（南本

町） 
４．５７ ３１９，３６３  

合       計 ２，３３６．５１ ２９３，４１３，０７２  

第３．計数及び預金等の確認 

  本年度の財務諸表の計数、総勘定元帳、補助簿及び証ひょう書類と照合し、預金については在高

証明書により確認したところ、計数は正確であることが認められた。 

第４．財務に関する事務について 

財務に関する事務については、適正に処理されていた。 

第５．むすび 

  平成２０年度に策定された「土地開発公社経営健全化に関する計画」が平成２４年で終了となっ

た。 

この計画に沿って事業用資産の売却が進み、資産残高、借入金残高が減少し、計画に基づき公社

所有地の買戻しが行われた。今年度においても、事業用資産の売却による資産残高、借入金残高の

減少を示している。 

  今後とも、借入れに当たっては金融機関等と十分な協議を行い、低利な資金への借換等更なる調

達コストの低減を図られ、公社経営の健全化に努められたい。 

 

 

 

農業委員会告示第１０号 

 大和高田市農業委員会１０月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成２６年９月２６日 

                              大和高田市農業委員会 

会長 松 田 榮 義   

日 時  平成２６年１０月９日（金）午後３時 

場 所  市役所 ３階 東会議室 

議 案  第１号 農地法第３条第１項について申請の件 

     第２号 農地法第５条規定による申請の件 

     第３号 その他 

農業委員会 


